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　組合員の皆様方には、日頃より格別のご愛顧お引き立てを賜り、心から御礼申し上げ
ます。
　本年も、ここに当組合の現況（令和7年度第61期）をまとめましたので、ご理解を深めて
いただくための資料として、ご高覧賜りたいと存じます。
　岐阜県医師信用組合は、設立以来、岐阜県下の医療業界における相互扶助の精神
に基づいて、組合員とともに歩んで参りました。組合員の皆様に本当にお役に立てる金
融機関をめざし、組合基本方針であります「堅実経営」に徹し、これまで以上に経営の健
全性と基盤強化に努めてまいりますので、一層のご支援とご指導のほど、心からお願い申
し上げます。

令和8年7月
岐阜県医師信用組合
理事長／河合直樹

	 ごあいさつ	

■基本方針
　組合員の相互扶助を目的として、中小企業等協同組合法により昭和41
年に設立され、医業に携わる方の資金繰り・金融面の不便解消を通して
地域社会に貢献することを理念としています。

■経営方針
［堅実経営］　協同組織の金融機関として、「堅実経営」を第一義とし、安
定的な収益確保、自己資本の充実を図り、地道に発展することを目指
していきます。

［取引先の増加］　当組合の活動は岐阜県内の多くの医業従事者との取
引を目標としており、取引先の増加は組合の事業基盤を拡充するため
に重要であり、県下の全開業医との取引を目指していきます。

［組合員へのサービス］　迅速な対応、利便性において、「取り引きしやす
い」窓口を目標に、組合員から「頼りになる」金融機関を目指していきま
す。

事業方針

　令和8年度の国内景気も内需主導で緩やかな持ち直しが期待されます。春闘の高い賃上げ率やボーナス支給額の増加など家計を取り巻く良好な
所得環境が維持される中、個人消費は増加基調を維持するものと思われます。また、人手不足が深刻化する中、省力化やデジタル関連投資を中心に
企業の設備投資意欲は堅調であり、設備投資も増加が続くと考えられます。他方で外需については、トランプ関税への輸出企業の順応が進む中で米
国向けを中心に財輸出は底堅さを増していくとみられる一方、日中関係の悪化がインバウンド消費の重しとして懸念され、円安等による物価上昇
率が高止まりすれば個人消費の伸び悩みに繋がるほか、人手不足や中国によるレアアースの輸出規制が深刻化することで供給成約が生じる懸念も
あります。また、米国景気の先行きに不透明感が漂う中、イラン攻撃後における世界の覇権争いを含めた地政学リスクが燻り続けることも予想され
ます。
　他方、金利環境に目を転じますと、日銀は、令和6年7月には政策金利を0.25%追加利上げを行い、昨年12月に0.75％へ追加利上げを行いました。長
期金利は、金融政策の変更に加え、米国金利の上昇や米国関税政策に対する楽観的な見方、株価上昇、令和7年夏の参院選での与党大敗を受けた財政
拡張・国債需給の悪化懸念などから上昇基調が続き、同年11月の高市政権発足後は「責任ある積極財政」に伴い、国債が増発されるとの警戒感から上
昇ペースが加速し、解散総選挙で与野党が消費税減税を選挙公約に盛り込むとの観測から財政悪化懸念が一段と強まって債券の売りが殺到する事
態となり、指標となる10年物国債利回りは2.380％超と約27年振りの水準に上昇しました。日銀は、依然として低水準にあるとの認識から、今後も経
済・物価情勢の改善に応じて追加利上げを実施したい意向であり、金融・経済情勢に大きな変化がなければ、本年中の実施が見込まれています。長期
金利は今後も上昇圧力がかかりやすい地合が続くことに加え、国際情勢の不透明感から円安による利上げの前倒しや高市政権の下での財政悪化懸
念が高まると上昇ペースが加速することも懸念されます。
　こうした金融環境の中、当組合は本来業務である良質な金融サービスを提供することが医業事業業域信用組合としての責務であることを念頭
に、ニーズの高い商品の設定や従来からある融資商品の見直し、さらに医業承継等のニーズに応えるよう、より親身になった顧客本位でかつ良質な
金融サービスを提供する施策を実施してまいります。
　このような状況下で、当組合の令和8年3月期の預金残高は預金獲得競争や相続関連の資金流出などにより、前年比50百万円減少の430億25百万
円となりました。一方、貸出金残高は創立60周年の節目であることから金利を据え置いたことを主因として、開業資金・大型住宅ローン案件から消
費者ローンに至るまで広く取扱いを実施し、47億00百万円と前年比3億29百万円の増加となりました。
　収益面では、貸出金の増加や預け金による積極的な運用により、資金運用収益が前年比40百万円増収となりましたが、資金調達費用がキャンペー
ン預金の吸収や預金金利引き上げの影響により前年比40百万円増加したことや、特別損失として旧医師会館の解体に伴う固定資産除却損12百万
円を計上した結果、当期利益は前年比9百万円減少の67百万円となりました。
　令和8年度につきましても、先生方のお役にたつ金融機関を理念として、引き続き「堅実経営」に徹して参りますので、一層のご愛顧、ご支援を賜り
ますようによろしくお願い申し上げます。

令和7年度　経営環境・事業概況
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■昭和40年 6月16日 医師信用組合設立発起人会開催
■昭和40年11月 1日 岐阜県知事より設立内認可
■昭和41年 1月16日 設立総会を岐阜市端詰町47番地　岐阜県医師

会館にて開催
初代理事長に　服部　貴芳　先生　就任

■昭和41年 2月 5日 全国信用協同組合連合会へ加盟
■昭和41年 4月16日 中部地区医師信用組合連絡協議会発足加盟
■昭和51年 2月 1日 組合設立10周年記念式典開催
■昭和52年12月 8日 岐阜県医師会館新築落成に伴い同会館3階に

て新事務所開設
■昭和53年 1月28日 全国医師信用組合連絡協議会発足加盟
■昭和55年 5月10日 第2代理事長に真鍋　真　先生　就任
■昭和55年11月 9日 第3代理事長に河合　達雄　先生　就任
■昭和61年 1月25日 組合設立20周年記念式典開催
■平成 3年10月18日 全国信組運動の融資の推進部門で優秀賞受賞
■平成 4年 5月 9日 第4代理事長に　小坂　孝二　先生　就任
■平成 4年10月16日 全国信組運動の融資の推進部門で優秀賞受賞
■平成 7年11月13日 全銀為替へ加入
■平成 8年 2月17日 組合設立30周年記念式典開催・記念誌「30年の

あゆみ」発行
■平成10年 8月 7日 ディスクロージャー誌第1号発刊
■平成11年10月22日 全国しんくみ運動の組合員の増強部門で優秀賞

受賞
■平成12年 4月 1日 全信用組合の検査・監督が岐阜県から国（現　

金融庁）に移管
■平成12年 6月24日 第5代理事長に　岩砂　和雄　先生　就任
■平成17年 3月 1日 「決済用預金」の創設
■平成18年 6月17日 第6代理事長に　野尻　擴　先生　就任
■平成20年 6月21日 第7代理事長に　小林　博　先生　就任
■平成22年 2月 8日 オンラインシステムをSKCシステムに全面移行
■平成27年11月14日 第38回全国医師信用組合連絡協議会を当番組

合として岐阜市にて開催
■平成28年 6月12日 創立50周年記念式典・祝賀会を開催
■平成29年 6月 1日 創立50周年記念誌－地域医療とともに歩んだ半

世紀－「歩」を発行
■平成30年 4月 1日 遺言信託・相続整理業務の取次ぎ開始
■平成31年 1月 4日 自己査定システム及び名簿管理システム稼働
■令和 2年 5月 1日 岐阜県制度融資取扱開始、岐阜県信用保証協

会と基本契約締結
■令和 2年 6月29日 第8代理事長に　河合　直樹　先生　就任
■令和 3年 1月15日 キャッシュレス決済の紹介業務開始
■令和 5年 3月22日 十六銀行と『非常時における業務継続支援に関

する覚書』を締結
■令和 5年 5月 8日 第7次オンラインシステム稼働
■令和 6年 6月 5日 SBI生命保険と団体信用生命保険契約締結
■令和 6年 7月16日 新岐阜県医師会館に移転
■令和 7年 2月 1日 出資証券廃止
■令和 7年 6月 9日 岐阜県警と「犯罪被害防止に関する協定書」締

結
■令和 7年 9月 1日 創立60周年キャンペーン実施
■令和 8年 4月 1日 預金及び融資商品の金利引上げ
■令和 8年 6月 9日 岐阜県医師会、岐阜県病院協会、十六銀行、当

組合との4者にて「持続可能な医療体制構築に
向けた連携協定書」締結

当組合のあゆみ（沿革） 	 事業の組織	

店　名 住　　　　　所 電　　話
本 店 〒500-8384　岐阜市薮田南3丁目5番11号 058-274-1118

	 店舗一覧表（事務所の名称・所在地）	令和8年3月31日現在

理 事 長／河合　直樹 理 事／松永　和哉

副理事長／臼井　正明 〃 ／今村　　寧

副理事長／伊在井みどり 〃 ／真鍋　孔透

副理事長／鳥澤　英紀 〃 ／竹内　巧治

専務理事／磯貝　光治 〃 ／山田実貴人

常務理事／山本　昌督 〃 ／宗宮　　優

常務理事／美濃輪博英 〃 ／安藤　広幸

常務理事／杉山　幸男 〃 ／勝股　真人

理 事／松波　英寿 〃 ／赤座　　薫

〃 ／田中　吉政 〃 ／武藤　利茂

〃 ／若園　明裕 〃 ／小林　源博

〃 ／山本　啓二 〃 ／紺田　健彦

〃 ／冨成　伸育 監 事／高井　國之

〃 ／川﨑　浩伸 〃 ／酒井　　聡

〃 ／山崎　松孝 〃 ／沼口　　諭

	 役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名） （令和8年6月30日現在）

区　　　　分 令和6年度末 令和7年度末
個 人 1,316 1,332
法 人 417 414
合 　 計 1,733 1,746

	 組合員の推移	 （単位：人）

岐阜県一円

	 地区一覧	

総代会

理事会

理事長

副理事長

専務理事

常務理事
マネロン担当役員
（統括管理者）

総務部

出資 
資金 
審査 
管理 
企画 
 
 
SAML担当
事務 検証（副） 

庶務 
営繕用度 
人事厚生 
出納 
計算 
為替
預金  

事務 検証（主） 

業務企画 
融資 
業務管理 

業務推進 
渉外 

検査 
内部監査 
監事監査 

営業統括部業務部 営業推進部

常務会

監事

監査室
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■総代会の仕組みと役割
　組合員の中から組合員の代表となる総代を選出し、総会に代わる総代会（原則年1回開催）に出席して信用組合の重要事項を議決します。
　総代は、組合員の代表として、組合員の総意を信用組合の経営に反映する重要な役割を担っております。総代会において発言権及び議決権を有し、役員の選
出、決算の承認、定款の変更など、信用組合の重要事項を議決する総代会は組合の最高意思決定機関であります。

■総代の選出方法、任期、定数等	
　総代選挙規程に基づき、岐阜県内の22の選挙区（岐阜大学を除く）に組合員割で総代定数を定め、各選挙区ごとに選挙又は推薦により選出され、任期は2年
となっています。

■総代会の決議事項等の議事概要	
　第61期通常総代会は、令和8年6月14日（日）午後1時30分より、岐阜県医師会館1階大会議室にて、理事、
総代の出席で開催されました。理事長挨拶に続き、議長を選出後、第61期の事業内容の報告、議案審議となりま
した。

（議決事項）
第1号議案　「第61期貸借対照表、損益計算書、剰余金処分案」承認の件
第2号議案　「第62期事業計画及び収支予算案」承認の件
第3号議案　「令和8年度借入金額の最高限度額」承認の件
第4号議案　「任期満了に伴い理事・監事選任」承認の件
第5号議案　「退任役員に対し退職慰労金贈呈」承認の件

■総代の選挙区・定数・総代数・総代氏名
（令和8年7月1日現在）

選挙区 総代定数 総代数 総　代　氏　名（敬称略）

岐
　
阜
　
地
　
区

1 岐阜市 32 32

石山　俊次◆ 中谷　　圭⑨ 足立佳代子⑦ 村木　敬行⑧ 山賀　　寛⑥ 佐々木　稔⑥ 大野　　元⑦
服部　有博③ 川上　太郎③ 川出　尚史③ 今泉　松久③ 加藤　純大② 建部　英春② 名田　匡利②
谷本　幸也① 飯沼　順平⑩ 石原　恒明◆ 石村　耕二◆ 和泉　孝治⑨ 江﨑　俊夫◆ 大庭　敏夫◆
葛西　哲宏⑥ 葛西　正好⑧ 鬼頭　秀明⑧ 佐久間　仁⑦ 杉山　恵一◆ 高木　寛治◆ 田尻下孝夫⑨
中谷　明美⑤ 中根　康雄⑥ 服部　素子⑥ 宮﨑　千惠◆

2 各務原市 9 9
宇治　正二⑦ 永井　弘文④ 平野　良尚⑤ 加藤　雅也③ 細江　伸央③ 竹内　美征③ 加川　憲作⑥
米倉　悦子① 山本　相浩①

3 羽島郡 4 4 伊藤　　康⑤ 赤座　　壽④ 市橋　亮一② 服部　夏樹①
4 羽島市 3 3 河合　清隆④ 黒田　　淳⑨ 河村　英博⑤
5 もとす 6 6 黒川　昌栄⑤ 伊藤　慎一⑤ 佐竹　真一② 中島　和也③ 白木　　仁③ 橋本　孝治①
6 山県 2 2 新井　　正③ 二ノ宮三生⑩
7 岐阜大学 ― ―

西
　
濃
　
地
　
区

8 大垣市 11 11
加藤　悟司⑨ 竹中　清之⑥ 安田東始哲⑥ 平松　　哲⑤ 竹本　靖彦① 西尾　浩志④ 稲川俊太郎②
森　　俊治④ 馬渕　信行⑤ 井原　　頌⑥ 雪田　洋介①

9 海津市 1 1 河合　　淳⑤
10 養老郡 2 2 半田　嘉久◆ 木村　　純②
11 不破郡 1 1 多賀　　真◆
12 安八郡 2 2 石田　範香⑦ 西脇　慶治②
13 揖斐郡 3 3 村瀬　賢治⑤ 高橋　治樹② 藤井　　淳①

中
濃
地
区

14 武儀 4 4 大高　克彦④ 高井　昭裕⑧ 阿知波洋一郎①　堅田　昌弘①
15 郡上市 2 2 林　　淳弘⑩ 上村　修一③
16 加茂 5 5 林　　宏史③ 佐々木裕茂⑩ 岩永　耕一⑦ 佐藤哲也② 森藤　　豊①
17 可児 3 3 安田　勝彦③ 田原　士朗④ 堀澤　俊雅◆

東
濃
地
区

18 多治見市 4 4 後藤　達彦④ 三島　吾朗◆ 大村　政治① 中村　　浩①
19 土岐 5 5 川越　孝次① 野田　和也⑤ 江口　　研⑥ 古積　　晃④ 田伏　英晶⑤
20 恵那 4 4 安部　俊一③ 西尾　　実② 服部　愛弘⑤ 弓倉　宏志②

飛
騨
地
区

21 高山市 4 4 久金　　誠④ 周　　信夫⑤ 塩屋　正道① 佐守　友実②
22 下呂市 1 1 奥村　昇司④
23 飛騨市 1 1 紺田　応子⑥
合　計 109 109

（敬称略、順不同）
（注１）氏名の後に就任回数を記載しております。
（注２）就任回数が10回を超えている場合は◆で表示しております。
（注３）岐阜地区の岐阜大学選挙区は、総代選出対象外としているため、氏名の記載はありません。

	 総代会について	
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科 目 金　　　　額
（資産の部） 令和6年度 令和7年度

現 金 7,062 8,916

預 け 金 12,834,273 12,855,989

買 入 手 形 ― ―

コ — ル ロ ー ン ― ―

買 現 先 勘 定 ― ―

債券貸借取引支払保証金 ― ―

買 入 金 銭 債 権 100,000 100,000

金 銭 の 信 託 ― ―

商 品 有 価 証 券 ― ―

有 価 証 券 27,596,761 26,066,579

国 債 1,996,130 1,820,060

地 方 債 4,634,960 4,392,190

社 債 19,350,106 18,384,072

株 式 50 50

そ の 他 の 証 券 1,615,515 1,470,207

貸 出 金 4,371,545 4,700,863

手 形 貸 付 190,900 31,750

証 書 貸 付 4,180,645 4,669,113

外 国 為 替 ― ―

そ の 他 資 産 923,049 906,990

全 信 組 連 出 資 金 42,400 42,400

未 収 収 益 79,772 97,257

建 設 協 力 金 775,170 743,094

そ の 他 の 資 産 25,706 24,239

有 形 固 定 資 産 21,290 25,449

建 物 ― ―

その他の有形固定資産 21,290 25,449

無 形 固 定 資 産 2,764 3,565

ソ フ ト ウ ェ ア 915 1,716

その他の無形固定資産 1,849 1,849

繰 延 税 金 資 産 697,426 1,043,591

再評価に係る繰延税金資産 ― ―

債 務 保 証 見 返 ― ―

貸 倒 引 当 金 △12,958 △13,964

（うち個別貸倒引当金） （―） （―）

資 産 の 部 合 計 46,541,215 45,697,981

科 目 金　　　　額
（負債の部） 令和6年度 令和7年度

預 金 積 金 43,076,581 43,025,586

普 通 預 金 17,337,282 16,453,360

定 期 預 金 25,293,138 26,171,346

定 期 積 金 446,160 400,880

そ の 他 の 預 金 0 0

譲 渡 性 預 金 ― ―

借 用 金 ― ―

売 渡 手 形 ― ―

コ ー ル マ ネ ー ― ―

売 現 先 勘 定 ― ―

債券貸借取引受入担保金 ― ―

コマーシャル・ペーパー ― ―

外 国 為 替 ― ―

そ の 他 負 債 68,422 91,535

未 払 費 用 27,432 48,869

給 付 補 塡 備 金 432 535

未 払 法 人 税 等 35,431 38,472

前 受 収 益 1,283 1,245

払 戻 未 済 金 2,022 816

そ の 他 の 負 債 1,820 1,597

賞 与 引 当 金 ― ―

役 員 賞 与 引 当 金 ― ―

退 職 給 付 引 当 金 33,993 38,273

役員退職慰労引当金 22,787 25,537

特別法上の引当金 ― ―

繰 延 税 金 負 債 ― ―

再評価に係る繰延税金負債 ― ―

債 務 保 証 ― ―

負 債 の 部 合 計 43,201,784 43,180,932

（純資産の部）
出 資 金 74,718 75,494

普 通 出 資 金 74,718 75,494

優先出資申込証拠金 ― ―

資 本 剰 余 金 ― ―

利 益 剰 余 金 5,016,149 5,079,456

利 益 準 備 金 74,882 74,882

その他利益剰余金 4,941,267 5,004,574

特 別 積 立 金 4,845,300 4,915,300

（うち目的積立金） （―） （―）
当期未処分剰余金 95,967 89,274

自 己 優 先 出 資 ― ―

自己優先出資申込証拠金 ― ―

組 合 員 勘 定 合 計 5,090,867 5,154,950

その他有価証券評価差額金 △1,751,436 △2,637,901

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ― ―

土地再評価差額金 ― ―

評価・換算差額等合計 △1,751,436 △2,637,901

純 資 産 の 部 合 計 3,339,430 2,517,048

負債及び純資産の部合計 46,541,215 45,697,981

経理・経営内容
	 貸借対照表	 （単位：千円）
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貸借対照表の注記事項
  1．以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

  2．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却

原価法、その他有価証券のうち市場価格のない株式等以外については時価法

（売却価格は移動平均法）、市場価格のない株式等については移動平均法に

よる原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額について

は、全部純資産直入法により処理しております。

  3．有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得し

た建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年4月1日以後に取得した建物附

属設備及び構築物については定額法）を採用しております。また、主な耐用年

数は次のとおりであります。

　　　その他　4年～20年

  4．無形固定資産の減価償却は定額法により償却しております。なお、自組合利

用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期間（5年）に基づい

て償却しております。

  5．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上してお

ります。

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査

に関する実務指針」（日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第4

号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一

定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出し

た貸倒実績率等に基づき引当てることとなっておりますが、当組合は過去の

貸倒実績がないことより、税法基準であります1000分の3.00によっておりま

す。

全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資産査定部署において資産査

定を実施し、その査定結果により上記の引当を行っております。

  6．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務に基づき、必要額を計上しております。

なお、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総

合型厚生年金基金）を採用しております。当該企業年金制度に関する事項は

次のとおりです。

（1）制度全体の積立状況に関する事項（令和7年3月31日現在）

	 年金資産の額　　　　　　　　　　　　243,135百万円

	 年金財政計算上の数理債務の額　　　　207,181百万円

	 差引額　　　　　　　　　　　　　　　  35,953百万円

（2）制度全体に占める当組合の掛金拠出割合

	 （令和6年4月分～令和7年3月分）　　　　0.069％

  7．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に

対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると

認められる額を計上しております。

  8．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　100百万円

  9．有形固定資産の減価償却累計額　　　19百万円

10．貸出金のうち、破綻更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上

延滞債権及び貸出条件緩和債権は、いずれもありません。

11．貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、営業用車両についてリース契約

により使用しています。

12．担保に提供している資産は、次の通りであります。

担保提供している資産　　　　預け金　1,500百万円　　有価証券　なし

担保資産に対応する債務　　　借用金　  なし

上記のほか、為替決済保証金として全信組連へ定期預け金500百万円を担

保提供しております。

13．出資1口当たりの純資産額　　　　　66,682円08銭

14．金融商品に関する事項

（1）金融商品の状況に対する取組方針

	� 当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行

なっております。このため、金利変動による不利な影響が生じないように、

資産及び負債の総合的管理（ALM）をしております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

	� 当組合が保有する金融資産は、預け金、有価証券、貸出金等があり、信用

リスク、金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。一

方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒され
ております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
　�信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別案件ごと
の与信審査、与信限度、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権
への対応など与信管理に関する体制を整備しております。また、有価証
券については、発行体の信用リスクに関して信用情報や時価の把握を
定期的に行い、理事会、常務会へ報告、協議しております。
②市場リスクの管理
　（ⅰ）金利リスクの管理
　当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
　��金利感応度分析によるモニタリングを行い、理事会、常務会に報告して
おります。
　（ⅱ）為替リスクの管理
　�当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しており
ます。
　（ⅲ）価格変動リスクの管理
　�有価証券を含む市場運用商品の保有については、理事会で定めた有
価証券運用計画に基づき、資金運用規程、有価証券運用規程に従い行
われております。
　（ⅳ）市場リスクにかかる定量的情報
　�当組合では、「有価証券」のうち債券等の市場リスク量をVaRにより月
次で計測管理しております。
　�当組合では、当組合のVaRは分散共分散法（保有期間120営業日、信頼
区間99%、観測期間1年）により算出しており、令和8年3月31日現在で
当組合の市場リスク量（損失額の推計額）は、全体で1,230百万円です。
ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発
生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど
市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があり
ます。
③資金調達にかかる流動性リスクの管理
　�流動性リスクについては、ALMを通して、資金管理を行い、資金調達手
段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などに
よって、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
	� 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場
合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定に
おいては、一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件等によっ
た場合、当該価額が異なることもあります。なお、金融商品のうち、貸出金、
預け金、預金については簡便な計算により算出した時価に代わる金額を
開示しております。

15．金融商品の時価等に関する事項
令和8年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次の
とおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりませ
ん。また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（単位:百万円）

項　　目
貸借対照表
計上額

時　価 差額

（1）預け金
（2）買入金銭債権
（3）有価証券
　　 満期保有目的の債券
　　 その他有価証券
（4）貸出金
　　貸倒引当金（＊1）

12,855
100

500
25,566
4,700
△13

12,823
100

449
25,566

△32
－

△50
－

小計 4,686 4,700  13

金融資産計 43,709 43,640  △69

（1）預金積金
　　 流動性預金
　　 固定性預金

16,453
26,572

16,453
26,428

－
△143

金融負債計 43,025 42,881 △143

　（*1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
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（注1）金融商品の時価等の算定に用いた評価技法
金融資産
（1）預け金
	� 満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、市場
金利で割り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなし
ております。

（2）買入金銭債権
	� 買入金銭債権については残存期間が短期間であり、帳簿価額を時価とし
ております。

（3）有価証券
	� 債券は取引所の価格または取引証券会社から提示された価格によって
おります。投資信託は、取引証券会社から提示された価格、株式は取引所
の価格によっております。

（4）貸出金
	� 貸出金は、種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を市場
金利で割り引いた価額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金を控除す
る方法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算出した時価に
代わる金額として記載しております。なお、破綻懸念先債権、実質破綻先
債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積もりが困難な債権
はありません。

金融負債
（1）預金積金
	� 要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）を
時価とみなしております。定期預金の時価は、一定の金額帯および期間帯
ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を一種類の市場
金利で割り引いた価額を時価としてみなしております。

（注2）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融
商品の時価情報には含まれておりません。

区　分 貸借対照表計上額

全信組連出資金 42百万円

16．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これら
には、「国債」、「地方債」、「社債」のほか「その他の証券」が含まれております。
以下20まで同様であります。
（1）売買目的有価証券
	 売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（2）満期保有目的の債券で時価のあるもの

〈時価が貸借対照表計上額を超えるもの〉
	 該当する有価証券はありません。

〈時価が貸借対照表計上額を超えないもの〉

貸借対照表
時　価 差　額

　　 計上額
地　方　債 200百万円 180百万円 △19百万円
社　　　債 100百万円 89百万円 △10百万円
そ　の　他 200百万円 179百万円 △20百万円
合　　　計 500百万円 449百万円 △50百万円

（注）時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。
（3）�子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるものはありませ

ん。
（4）その他有価証券

〈貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの〉

　　　 貸借対照表
取得原価 差　額

　　　 計上額
国　　　債 200百万円 199百万円 0百万円
地　方　債 601百万円 599百万円 1百万円
社　　　債 400百万円 399百万円 0百万円
そ　の　他 ―百万円 ―百万円 ―百万円
小　　　計 1,202百万円 1,199百万円 2百万円

〈貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの〉

　　　 貸借対照表
取得原価 差　額

　　　 計上額
株　　　式 0百万円 0百万円 ―百万円
国　　　債 1,619百万円 2,086百万円 △466百万円
地　方　債 3,591百万円 4,189百万円 △598百万円
社　　　債 17,883百万円 20,252百万円 △2,368百万円
そ　の　他 1,270百万円 1,500百万円 △229百万円
小　　　計 24,364百万円 28,027百万円 △3,663百万円
合　　　計 25,566百万円 29,227百万円 △3,661百万円

17．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の
償還予定額は次のとおりであります。

　　　 1年以内
1年超
5年以内

5年超
10年以内

10年超

国　　　債 ―百万円 300百万円 384百万円 1,135百万円
地　方　債 400百万円 889百万円 2,101百万円 1,000百万円
社　　　債 100百万円 4,353百万円 7,560百万円 6,369百万円
そ　の　他 99百万円 468百万円 554百万円 193百万円
合　　　計 600百万円 6,012百万円 10,600百万円 8,698百万円

18．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。
19．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

売却価額 売却益 売却損
498百万円 ―百万円 1百万円

20．保有目的を変更した有価証券はありません。
21．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下
のとおりであります。
繰延税金資産
繰延資産損金算入限度額超過額	 ―千円
減価償却損金算入限度額超過額	 ―千円
退職給付引当金損金算入限度額超過額	 10,697千円
役員退職慰労引当金損金算入限度額超過額	 7,137千円
未払事業税	 1,704千円
その他	 743千円
その他有価証券評価差額金	 1,023,308千円

繰延税金資産合計	 1,043,591千円
繰延税金負債	 ―千円
繰延税金資産の純額	 1,043,591千円
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科 目 令和6年度 令和7年度
経 常 収 益 348,169 388,886

資 金 運 用 収 益 345,330 385,827

貸 出 金 利 息 34,988 42,149

預 け 金 利 息 32,149 64,805

有価証券利息配当金 274,312 276,925

その他の受入利息 3,878 1,945

役 務 取 引 等 収 益 486 493

受入為替手数料 361 431

その他の役務収益 124 62

そ の 他 業 務 収 益 2,214 2,484

国債等債券売却益 ― ―
国債等債券償還益 1,298 ―
その他の業務収益 916 2,484

そ の 他 経 常 収 益 138 80

貸倒引当金戻入益 ― ―
金銭の信託運用益 ― ―
その他の経常収益 138 80

経 常 費 用 243,251 284,623

資 金 調 達 費 用 48,390 88,889

預 金 利 息 47,898 88,241

給付補塡備金繰入額 492 647

借 用 金 利 息 ― ―
役 務 取 引 等 費 用 3,744 6,183

支払為替手数料 438 416

その他の役務費用 3,305 5,767

そ の 他 業 務 費 用 1,215 1,705

国債等債券売却損 1,172 1,705

国債等債券償還損 43 ―
その他の業務費用 ― ―

経 費 185,768 184,088

人 件 費 83,385 86,765

物 件 費 101,801 96,776

税 金 581 545

そ の 他 経 常 費 用 4,133 3,756

貸倒引当金繰入額 1,305 1,006

その他の経常費用 2,828 2,750

経 常 利 益 104,917 104,262

科 目 令和6年度 令和7年度
特 別 利 益 ― ―

固 定 資 産 処 分 益 ― ―
特 別 損 失 ― 12,192

固 定 資 産 処 分 損 ― 12,192

固 定 資 産 減 損 損 失 ― ―
税引前当期純利益 104,917 92,070

法人税、住民税及び事業税 23,000 26,600

法 人 税 等 調 整 額 5,086 △2,282

法 人 税 等 合 計 28,086 24,317

当 期 純 利 益 76,830 67,752

繰越金（当期首残高） 19,136 21,521

積 立 金 取 崩 額 ― ―
当期未処分剰余金 95,967 89,274

（注）1.記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
2.令和7年度出資1口当りの当期純利益1,793円10銭

経理・経営内容
	 損益計算書	 （単位：千円）
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	 剰余金処分計算書	 （単位：千円）

科 目 令和6年度 令和7年度
当期未処分剰余金 95,967 89,274
積 立 金 取 崩 額 ― ―
剰 余 金 処 分 額 95,967 89,274

利 益 準 備 金 ― 612
普通出資に対する配当金 4,445 4,498

（年6％の割合） （年6％の割合）
特 別 積 立 金 70,000 60,000

繰越金（当期末残高） 21,521 24,163

	 経費の内訳	 （単位：千円）

項 目 令和6年度 令和7年度
人 件 費 83,385 86,765

報 酬 給 料 手 当 67,689 70,274
退 職 給 付 費 用 5,336 6,659
そ の 他 10,359 9,831

物 件 費 101,801 96,776
事 務 費 34,478 24,255
固 定 資 産 費 43,648 48,396
事 業 費 10,785 10,718
人 事 厚 生 費 500 328
有形固定資産償却 5,732 6,326
無形固定資産償却 306 500
そ の 他 6,349 6,250

税 金 581 545
経 費 合 計 185,768 184,088

	 受取利息及び支払利息の増減	 （単位：千円）

項　　　　　目 令和6年度 令和7年度
受 取 利 息 の 増 減 5,098 40,497
支 払 利 息 の 増 減 13,470 40,499

	 役務取引の状況	 （単位：千円）

科 目 令和6年度 令和7年度
役 務 取 引 等 収 益 486 493

受入為替手数料 361 431
その他の受入手数料 92 27
その他の役務取引等収益 31 35

役 務 取 引 等 費 用 3,744 6,183
支払為替手数料 438 416
その他の支払手数料 87 112
その他の役務取引等費用 3,218 5,655

	 業務粗利益及び業務純益等	 （単位：千円）

科 目 令和6年度 令和7年度
資 金 運 用 収 益 345,330 385,827
資 金 調 達 費 用 48,390 88,889

資 金 運 用 収 支 296,939 296,937
役 務 取 引 等 収 益 486 493
役 務 取 引 等 費 用 3,744 6,183

役 務 取 引 等 収 支 △3,258 △5,690
そ の 他 業 務 収 益 2,214 2,484
そ の 他 業 務 費 用 1,215 1,705

そ の 他 の 業 務 収 支 999 779
業 務 粗 利 益 294,680 292,027
業 務 粗 利 益 率 0.61 % 0.62 %
業 務 純 益 107,607 106,932
実 質 業 務 純 益 108,912 107,939
コ ア 業 務 純 益 108,829 109,644
コ ア 業 務 純 益 

（投資信託解約損益を除く。）
108,829 109,644

（注）1．業務粗利益率＝
業務粗利益

資金運用勘定計平均残高
×100

2．業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）
3．実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
4．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益

経理・経営内容
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経理・経営内容
	 自己資本の構成に関する事項	 （単位：千円）

項　　　　　　目 令和6年度 令和7年度
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目� （１）
普 通 出 資 又 は 非 累 積 的 永 久 優 先 出 資 に 係 る 組 合 員 勘 定 又 は 会 員 勘 定 の 額 5,086,421 5,150,451 

う ち 、 出 資 金 及 び 資 本 剰 余 金 の 額 74,718 75,494 

う ち 、 利 益 剰 余 金 の 額 5,016,149 5,079,456 

う ち 、 外 部 流 出 予 定 額� （△） 4,445 4,498 

う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 算 入 さ れ る 引 当 金 の 合 計 額 12,958 13,964 

う ち 、 一 般 貸 倒 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 12,958 13,964 

う ち 、 適 格 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 ― ―
適 格 旧 資 本 調 達 手 段 の 額 の う ち 、 コ ア 
資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額
公 的 機 関 に よ る 資 本 の 増 強 に 関 す る 措 置 を 通 じ て 発 行 さ れ た 資 本 
調 達 手 段 の 額 の う ち 、 コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額

― ―

土 地 再 評 価 額 と 再 評 価 直 前 の 帳 簿 価 額 の 差 額 の 4 5 ％ に 
相 当 す る 額 の う ち 、 コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額� （イ） 5,099,379 5,164,416 

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目� （２）
無 形 固 定 資 産 （ モ ー ゲ ー ジ ・ サ ー ビ シ ン グ ・ 
ラ イ ツ に 係 る も の を 除 く 。 ） の 額 の 合 計 額

2,011 2,568 

う ち 、 の れ ん に 係 る も の の 額 ― ―
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 2,011 2,568 

繰 延 税 金 資 産 （ 一 時 差 異 に 係 る も の を 除 く 。 ） の 額 ― ―
適 格 引 当 金 不 足 額 ― ―
証 券 化 取 引 に 伴 い 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 額 ― ―
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ― ―
前 払 年 金 費 用 の 額 ― ―
自 己 保 有 普 通 出 資 等 （ 純 資 産 の 部 に 計 上 さ れ る も の を 除 く 。 ） の 額 ― ―
意 図 的 に 保 有 し て い る 他 の 金 融 機 関 等 の 対 象 資 本 調 達 手 段 の 額 ― ―
少 数 出 資 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ―
信 用 協 同 組 合 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ―
特 定 項 目 に 係 る 10 ％ 基 準 超 過 額 ― ―

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

特 定 項 目 に 係 る 15 ％ 基 準 超 過 額 ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額 � （ロ） 2,011 2,568 

自 己 資 本
自 己 資 本 の 額（（イ）－（ロ））� （ハ） 5,097,367 5,161,847 

リスク・アセット等� （３）
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 18,507,125 18,511,416 

う ち 、 経 過 措 置 に よ り リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 に 算 入 さ れ る 額 の 合 計 額 ― ―
う ち 、 他 の 金 融 機 関 等 向 け エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ― ―
う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額

マ ー ケ ッ ト ・ リ ス ク 相 当 額 の 合 計 額 を ８ ％ で 除 し て 得 た 額 ― ―
勘 定 間 の 振 替 分 ― ―
オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 の 合 計 額 を ８ ％ で 除 し て 得 た 額 457,790 459,498 

信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額
フ ロ ア 調 整 額 ― ―
オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 調 整 額
リスク・アセット等の額の合計額� （ニ） 18,964,916 18,970,914 

自 己 資 本 比 率
自 己 資 本 比 率� （（ハ）／（ニ）） 26.87％ 27.20％

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその
保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を
採用しております。
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区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
経 常 収 益 349,918 337,173 353,040 348,169 388,886
経 常 利 益 156,219 157,526 158,561 104,917 104,262
当 期 純 利 益 116,071 118,736 106,611 76,830 67,752
預 金 積 金 残 高 42,153,046 43,958,914 43,708,205 43,076,581 43,025,586
貸 出 金 残 高 3,910,463 3,822,298 3,948,382 4,371,545 4,700,863
有 価 証 券 残 高 29,450,109 29,270,252 28,983,320 27,596,761 26,066,579
総 資 産 額 48,349,899 48,592,817 48,095,914 46,541,215 45,697,981
純 資 産 額 5,144,824 4,498,761 4,254,882 3,339,430 2,517,048
自己資本比率（単体） 26.80 % 26.25 % 25.84 % 26.87 % 27.20 %
出 資 総 額 74,192 74,724 74,882 74,718 75,494
出 資 総 口 数 37,096 口 37,362 口 37,441 口 37,359 口 37,747 口
出資に対する配当金 4,381 4,442 4,460 4,445 4,498
職 員 数 8 人 8 人 8 人 8 人 8 人

（注）1．残高計数は期末日現在のものです。
2．「自己資本比率（単体）」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。

	 総資産経常利益率、総資産当期純利益率	 （単位：％）

区　　　　　　分 令和6年度 令和7年度
総 資 産 経 常 利 益 率 0.21 0.21
総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.15 0.14

（注）総資産経常（当期純）利益率＝ 
経常（当期純）利益

総資産（債務保証見返を除く）平均残高
 ×100

	 総資金利鞘等	 （単位：％）

区　　　　　　分 令和6年度 令和7年度
資 金 運 用 利 回　（ａ） 0.72 0.82
資 金 調 達 原 価 率　（ｂ） 0.53 0.64
総 資 金 利 鞘　（ａ－ｂ） 0.19 0.18

（注）1.資金運用利回＝ 
資金運用収益

資金運用勘定計平均残高
 ×100

2.資金調達原価率＝ 
資金調達費用－金銭の信託運用見合費用＋経費
　 　　　資金調達勘定計平均残高　　　　

 ×100

	 資金運用勘定、調達勘定の平均残高等	

科　　　　目 年度 平均残高 利　　息 利回り
資 金 運 用 6 年 度 47,692 百万円 345,330 千円 0.72 ％

勘 定 7 年 度 46,956 385,827 0.82 
う ち 6 年 度 3,988 34,988 0.87 
貸 出 金 7 年 度 4,642 42,149 0.90 
う ち 6 年 度 13,436 32,149 0.23 
預 け 金 7 年 度 12,323 64,805 0.52 
う ち 6 年 度 30,117 274,312 0.91 
有 価 証 券 7 年 度 29,848 276,925 0.92 

資 金 調 達 6 年 度 43,429 48,390 0.11 
勘 定 7 年 度 42,638 88,889 0.20 

う ち 6 年 度 43,429 48,390 0.11 
預 金 積 金 7 年 度 42,638 88,889 0.20 
う ち 6 年 度 ― ― ―
譲 渡 性 預 金 7 年 度 ― ― ―
う ち 6 年 度 ― ― ―
借 用 金 7 年 度 ― ― ―

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（6年度12百万円、7年度11百万円）を、控除
して表示しております。

	 先物取引の時価情報	

当組合には該当ございません

	 オフバランス取引の状況	

当組合には該当ございません

経理・経営内容
	 主要な経営指標等の推移	 （単位：千円）
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	 満期保有目的の債券	 （単位：百万円）

種　　類
令和6年度 令和7年度

貸借対照表
計上額 時　　価 差　　額 貸借対照表

計上額 時　　価 差　　額

時価が貸借対照表計上額を
超 え る も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 ― ― ― ― ― ―
小 計 ― ― ― ― ― ―

時価が貸借対照表計上額を
超 え な い も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 200 190 △9 200 180 △19
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 100 94 △5 100 89 △10
そ の 他 200 185 △14 200 179 △20
小 計 500 470 △29 500 449 △50

合　　　　　計 500 470 △29 500 449 △50
（注）1．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。

	 その他有価証券	 （単位：百万円）

種　　類
令和6年度 令和7年度

貸借対照表
計上額

取得原価 差　　額
貸借対照表
計上額

取得原価 差　　額

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取 得 原 価 を 超 え る も の

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 3,734 3,694 39 1,202 1,199 2

国 債 616 599 17 200 199 0
地 方 債 1,105 1,095 10 601 599 1
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 2,012 1,999 12 400 399 0

そ の 他 ― ― ― ― ― ―
小 計 3,734 3,694 39 1,202 1,199 2

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えないもの

株 式 0 0 0 0 0 0
債 券 21,947 24,232 △2,285 23,094 26,527 △3,433

国 債 1,379 1,685 △306 1,619 2,086 △466
地 方 債 3,329 3,693 △363 3,591 4,189 △598
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 17,237 18,854 △1,616 17,883 20,252 △2,368

そ の 他 1,415 1,600 △184 1,270 1,500 △229
小 計 23,362 25,832 △2,470 24,364 28,027 △3,663

合　　　　　計 27,096 29,527 △2,430 25,566 29,227 △3,661
（注）1．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。

2．市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

	 市場価格のない株式等及び組合出資金	 （単位：百万円）

項　　　　　　目
令和6年度 令和7年度

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式 ― ―
関 連 法 人 等 株 式 ― ―
非 上 場 株 式 ― ―
全 信 組 連 出 資 金 42 42

合　　　　　計 42 42

	 売買目的有価証券	

当組合には該当ございません

	 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの

当組合には該当ございません

経理・経営内容
有価証券の時価等情報
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	 運用目的の金銭の信託	 （単位：百万円）

令和6年度 令和7年度

貸借対照表計上額 当事業年度の損益に
含まれた評価差額 貸借対照表計上額 当事業年度の損益に

含まれた評価差額
― ― ― ―

	 その他業務収益の内訳	 （単位：千円）

項 目 令和6年度 令和7年度
外 国 為 替 売 買 益 ― ―
商品有価証券売買益 ― ―
国債等債券売却益 ― ―
国債等債券償還益 1,298 ―
金融派生商品収益 ― ―
その他の業務収益 916 2,484
その他業務収益合計 2,214 2,484

	 預貸率、預証率の期末値及び期中平均値	 （単位：％）

区　　　　　分 令和6年度 令和7年度

預 貸 率
（期　　末） 10.14 10.92
（期中平均） 9.18 10.88

預 証 率
（期　　末） 64.06 60.58
（期中平均） 69.34 69.97

	 職員1人当りの預金及び貸出金残高	 （単位：百万円）

区　　　　　分 令和6年度 令和7年度
職員１人当りの預金残高 5,384 5,378
職員１人当りの貸出金残高 546 587

	 満期保有目的の金銭の信託	

当組合には該当ございません

	 その他の金銭の信託	

当組合には該当ございません

経理・経営内容
金銭の信託
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	 預金種目別平均残高	 （単位：百万円、％）

種　　　　目
令和6年度 令和7年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
流 動 性 預 金 16,965 39.06 16,787 39.37
定 期 性 預 金 26,464 60.93 25,851 60.62
譲 渡 性 預 金 ― ― ― ―
そ の 他 の 預 金 ― ― ― ―
合 計 43,429 100.00 42,638 100.00

	 預金者別預金残高	 （単位：百万円、％）

区　　　　分
令和6年度 令和7年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
個 人 21,521 49.96 22,289 51.80
法 人 21,555 50.03 20,735 48.19

一 般 法 人 21,555 50.03 20,735 48.19
金 融 機 関 ― ― ― ―
公 金 ― ― ― ―

合 計 43,076 100.00 43,076 100.00

	 定期預金種類別残高	 （単位：百万円）

区　　　　　分 令和6年度末 令和7年度末
固 定 金 利 定 期 預 金 25,293 26,171
変 動 金 利 定 期 預 金 ― ―
そ の 他 の 定 期 預 金 ― ―
合 計 25,293 26,171

資　金　調　達

	 貸出金種類別平均残高	 （単位：百万円、％）

科　　　　目
令和6年度 令和7年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
割 引 手 形 ― ― ― ―
手 形 貸 付 51 1.29 61 1.33 
証 書 貸 付 3,936 98.70 4,580 98.66 
当 座 貸 越 ― ― ― ―
合 計 3,988 100.00 4,642 100.00 

	 有価証券種類別平均残高	 （単位：百万円、％）

科　　　　目
令和6年度 令和7年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
国 債 2,197 7.29 2,283 7.65 
地 方 債 4,789 15.90 4,986 16.71 
短 期 社 債 ― ― ― ―
社 債 21,324 70.80 20,846 69.86 
株 式 0 0.00 0 0.00 
外 国 証 券 1,606 5.33 1,522 5.10 
そ の 他 の 証 券 199 0.66 199 0.66 
合 計 30,117 100.00 29,838 100.00 

（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

資　金　運　用

	 有価証券種類別残存期間別残高	 （単位：百万円）

区 分 1年以内 1年超
3年以内

3年超
5年以内

5年超
7年以内

7年超
10年以内 10年超 期間の定め

のないもの 合計

国 債
令和6年度末 ― ― ― 309 404 1,281 ― 1,996

令和7年度末 ― ― 300 293 91 1,135 ― 1,820

地 方 債
令和6年度末 ― 807 496 ― 1,452 1,877 ― 4,634

令和7年度末 400 498 390 188 1,912 1,000 ― 4,392

短 期 社 債
令和6年度末 ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度末 ― ― ― ― ― ― ― ―

社 債
令和6年度末 600 1,398 2,337 2,249 4,244 8,519 ― 19,350

令和7年度末 100 2,454 1,898 2,558 5,002 6,369 ― 18,384

株 式
令和6年度末 ― ― ― ― ― ― 0 ―
令和7年度末 ― ― ― ― ― ― 0 ―

外 国 証 券
令和6年度末 99 99 381 465 192 218 ― 1,457

令和7年度末 99 ― 468 366 187 193 ― 1,316

その他の証券
令和6年度末 ― ― ― ― ― ― 157 157

令和7年度末 ― ― ― ― ― ― 154 154

合 計
令和6年度末 700 2,305 3,216 3,024 6,294 11,897 157 27,596

令和7年度末 600 2,953 3,058 3,405 7,195 8,698 154 26,066
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	 貸出金金利区分別残高	 （単位：百万円）

区　　　　分 令和6年度末 令和7年度末
固 定 金 利 貸 出 40 40 
変 動 金 利 貸 出 4,331 4,660 
合 計 4,371 4,700 

	 貸出金償却額	 （単位：百万円）

項 目 令和6年度末 令和7年度末
貸 出 金 償 却 額 ― ―

	 消費者ローン・住宅ローン残高	 （単位：百万円、％）

区　　　　分
令和6年度末 令和7年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
消 費 者 ロ ー ン 133 15.86 202 22.08 
住 宅 ロ ー ン 709 84.13 716 77.91 
合 計 843 100.00 918 100.00 

	 貸倒引当金の内訳	 （単位：千円）

区　　　　分
令和6年度末 令和7年度末

期末残高 増減額 期末残高 増減額
一 般 貸 倒 引 当 金 12,958 1,306 13,964 1,006
個 別 貸 倒 引 当 金 ― ― ― ―
貸倒引当金合計 12,958 1,306 13,964 1,006

（注）当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」に係る引
当は行っておりません。

	 貸出金使途別残高	 （単位：百万円、％）

区　　　　分
令和6年度末 令和7年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
運 転 資 金 2,326 53.21 2,329 49.55 
設 備 資 金 2,045 46.78 2,371 50.44 
合 計 4,371 100.00 4,700 100.00 

	 貸出金業種別残高・構成比	 （単位：百万円、％）

業 種 別
令和6年度末 令和7年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
製 造 業 ― ― ― ―
農 業、 林 業 ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ―
鉱 業、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業 ― ― ― ―
建 設 業 ― ― ― ―
電 気、 ガ ス、 熱 供 給、 水 道 業 ― ― ― ―
情 報 通 信 業 ― ― ― ―
運 輸 業、 郵 便 業 ― ― ― ―
卸 売 業、 小 売 業 ― ― ― ―
金 融 業、 保 険 業 ― ― ― ―
不 動 産 業 ― ― ― ―
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ―
学 術 研 究、 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 ― ― ― ―
宿 泊 業 ― ― ― ―
飲 食 業 ― ― ― ―
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 、 娯 楽 業 ― ― ― ―
教 育、 学 習 支 援 業 ― ― ― ―
医 療、 福 祉 2,718 62.20 3,169 67.42 
そ の 他 の サ ー ビ ス 26 0.61 13 0.27 
そ の 他 の 産 業 ― ― ― ―
小 計 2,745 62.81 3,182 67.70 
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 ― ― ― ―
個 人 （ 住 宅 ・ 消 費 ・ 納 税 資 金 等 ） 1,625 37.18 1,518 32.29 
合 計 4,371 100.00 4,700 100.00 

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

資　金　運　用
	 担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額	（単位：百万円、％）

区 分 金 額 構成比 債務保証見返額

当 組 合 預 金 積 金 
令 和 6 年 度 末 40 0.93 ―
令 和 7 年 度 末 35 0.74 ―

有 価 証 券
令 和 6 年 度 末 ― ― ―
令 和 7 年 度 末 ― ― ―

動 産
令 和 6 年 度 末 ― ― ―
令 和 7 年 度 末 ― ― ―

不 動 産
令 和 6 年 度 末 2,329 53.29 ―
令 和 7 年 度 末 2,561 54.48 ―

そ の 他
令 和 6 年 度 末 ― ― ―
令 和 7 年 度 末 ― ― ―

小 計
令和6年度末 2,370 54.23 ―
令和7年度末 2,596 55.23 ―

信用保証協会・信用保険
令 和 6 年 度 末 40 0.91 ―
令 和 7 年 度 末 40 0.85 ―

保 証
令 和 6 年 度 末 1,784 40.82 ―
令 和 7 年 度 末 1,711 36.40 ―

信 用
令 和 6 年 度 末 176 4.02 ―
令 和 7 年 度 末 353 7.50 ―

合 計
令和6年度末 4,371 100.00 ―
令和7年度末 4,700 100.00 ―
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経　営　内　容
	 協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況	 （単位：百万円、％）

区　　　　　分 残高
（A）

担保・保証額
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率
（B+C）/（A）

引当率
（C）/（A-B）

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権

令和6年度 ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ―

危 険 債 権
令和6年度 ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ―

要 管 理 債 権
令和6年度 ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ―

三月以上延滞債権
令和6年度 ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ―

貸出条件緩和債権
令和6年度 ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ―

小 計
令和6年度 ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ―

正 常 債 権
令和6年度 4,372 

令和7年度 4,701 

合 計
令和6年度 4,372 

令和7年度 4,701 

（注）1．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権
及びこれらに準ずる債権です。

2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない
可能性の高い債権（1に掲げるものを除く。）です。

3．「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
4．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（1及び2に掲げるものを除く。）です。
5．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる
取決めを行った貸出金（1、2及び4に掲げるものを除く。）です。

6．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（1、2及び3に掲げるものを除く。）です。
7．「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
8．「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
9．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払
の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、
「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価
証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

10．金額は決算後（償却後）の計数です。
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●法令遵守の体制
・基本方針
　当組合は組合員の相互扶助を基本理念とし、金融面で組合員の医業経営に関する事業の発展に貢献すると同時に、地域の発展に貢献
することを目的として、その社会的使命と責任を全うするため「倫理綱領」を定めています。
・運営体制
　当組合では、法令遵守（コンプライアンス）基本方針に沿って、業務を遂行するうえで、役職員が遵守すべく規範として「倫理規程」を定
めています。こうした「倫理綱領」及び「倫理規程」を当組合に根付かせるため、役職員へ「コンプライアンス・マニュアル」を配布し、勉強
会等を通じて常にコンプライアンスを意識し、行動できるように努めています。
●マネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融対策
　当組合は、マネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融（以下、「マネロン等」という。）を防止し、業務の適切性を確保するため、
「当組合のマネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融対策に係る対応方針について」のもと、マネロン等リスク対策担当役員を
任命し、組合内横断的なリスク管理態勢の強化に取り組んでいます。

　当組合のマネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融対策に係る対応方針について

　当組合は、マネロン・テロ資金供与及び拡散金融を防止するため、マネロン・テロ資金供与対策を経営上の重要な課題として位置
づけ、「犯罪収益移転防止法」ならびに「金融庁マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン」等の関連法令
等を遵守し、経営陣の主導的な関与の下、次の各号の取組みを行ってまいります。
（1） 当組合は、自らが提供する商品・サービス、取引形態、取引に係る国・地域や顧客属性等に応じたマネロン等リスクを特定、評価、

類型化したうえで、当該リスクについて、当組合のリスク許容度の範囲内に実効的に低減するための措置（リスクベース・アプ
ローチ）を講じてまいります。

（2） 当組合は、マネロン・テロ資金供与対策を適切に実施するために、組合内横断的なリスク管理態勢を構築してまいります。
（3） 当組合は、マネロン・テロ資金供与および拡散金融対策の実効性を確保するため、当組合の業務分野、営業地域及びマネロン・テ

ロ資金供与に関する動向等を評価し、これを踏まえて、方針（基本方針・ポリシー等のマネロン対策に関する方針）・手続（マネロ
ン対策に関する基本規程及び関連諸規程・要領・手順書等）・計画（マネロン対策を実現させるための実践計画・プログラム）等を
整備してまいります。

　なお、金融当局ならびに岐阜県警察の指導により、当組合では、マネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融のリスクが高
いと判断される一部の取引およびお客様につきましては、通常よりも厳重な取引時確認の実施やお客様情報の提供をお願いさせて
頂くとともに、そのご回答の内容、状況に応じまして、当該お取引に制限をさせていただくことがございます。
お客様には、一部ご不便をお掛けすることが予想されますが、何卒趣旨をご理解いただき、ご協力を賜りますようお願い申し上げま
す。

経　営　内　容
法令遵守の体制

●対象役員
当組合における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は理事及び監事を言います。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価とし
て支払う「基本報酬」在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

（1）報酬体系の概要
【基本報酬】
非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定
しております。そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位を勘案し、当組合の理事会において決定しております。また、各
監事の基本報酬額につきましては、監事の協議により決定しております。

【退職慰労金】
退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総会で承認を得た後、支払っております。なお、当組合で
は、退職慰労金の支払いに関して支給対象者、支給額の算定方法等を規程等で定めております。

（2）令和7年度における対象役員に対する報酬等の支払総額
対象役員に対する報酬等・・・支払総額18百万円
　注1．対象役員に該当する理事は27名、監事は3名です。

●対象職員等
令和7年度において、報酬体系の開示対象となる対象職員等に該当する者はいませんでした。当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組
織の金融機関であり、業績連動型の報酬体系のような自社の利益を上げることや株価を上げることに動機づけされた報酬となってい
ないため、職員が過度のリスクテイクを引き起こす報酬体系ではありません。

報酬体系について
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●苦情処理措置
当組合では、お客様により一層のご満足を頂けるよう、お取引に係る苦情等を受付けておりますので、お気軽にお申出下さい。
＊苦情等とは、当組合との取引に関する照会・苦情・紛争のいずれかに該当するもの及びこれらに準ずるものをいいます。
【窓口：岐阜県医師信用組合業務部】（電話：058－274－1118）
受 付 日：月曜日~金曜日

（土・日曜日、祝日および金融機関の休業日は除く）
受付時間：午前9時~午後5時
なお、苦情対応の手続きについては、上記窓口にお申し付けください。また、当組合ホームページにも掲載しておりますので、ご覧くだ
さい。
https://www.gifuisin.shinkumi.jp/

●紛争解決措置
愛知県弁護士会　紛争解決センター（電話：052－203－1777）
東京弁護士会　紛争解決センター（電話：03－3581－0031）
第一東京弁護士会　仲裁センター（電話：03－3595－8588）
第二東京弁護士会　仲裁センター（電話：03－3581－2249）
で紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客様は、上記岐阜県医師信用組合業務部または下記窓口までお申し
出ください。また、お客様から各弁護士会に直接お申し出いただくことも可能です。なお、前記弁護士会の仲裁センター等は、東京都以
外の各地のお客様にもご利用いただけます。
仲裁センター等では、東京都以外の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を進
める方法もあります。
【窓口：一般社団法人　全国信用組合中央協会　しんくみ相談所】
受 付 日：月曜日~金曜日

（土・日曜日、祝日および協会の休業日は除く）
受付時間：午前9時~午後5時
電　　話：03－3567－2456

住　　所：〒104－0031　東京都中央区京橋1－9－1（全国信用組合会館内）
【窓口：東海地区しんくみ苦情等相談所】
受 付 日：月曜日~金曜日

（土・日曜日、祝日および12月29日~1月3日を除く）
受付時間：午前9時~正午、午後1時~午後4時30分
電　　話：052－451－2110

住　　所：〒453－0015　名古屋市中村区椿町3番21号（信用組合会館4階）

苦情処理措置及び紛争解決措置の内容

経　営　内　容
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─　定　性　的　事　項　─
・信用リスクに関する事項
・信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
・派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要…該当事項なし
・証券化エクスポージャーに関する事項
・CVAリスクに関する事項
・オペレーショナル・リスクに関する事項
・協同組合による金融事業に関する法律施行令（昭和五十七年政令第四十四号）第三条第五項第三号に規定する出資その他これに類するエク
スポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要
・金利リスクに関する事項

●信用リスクに関する事項

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況により、当組合の保有資産の価値が消滅ないし減少することにより損失を被るリスクをいいま
す。当組合では、貸出金や有価証券等がリスクの対象となります。

管 理 体 制
当組合では信用リスクを当組合が管理すべき最重要なリスクとして捉え、管理部署を業務部とし、定期的なモニタリングを実施していま
す。その結果については、常務会、理事会へ報告する態勢となっております。当組合の理念である「堅実経営」を推進する上で、審査体
制、内部監査体制、ALMを通してリスク管理を徹底しています。

評 価 ・ 計 測 信用リスクの評価は、標準的手法を採用しています。また、業域の信用組合という特殊性から一業態に対する与信集中や大口与信先
に対するシェアは比較的高水準にありますが、厳格な自己査定による債務者区分管理に努めております。

■貸倒引当金の計算基準
当組合で定めている「自己査定基準」及び「償却・引当基準」により、実施しています。令和8年3月末は貸倒実績がないため、税法基準で計上しました。

■リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
当組合では、リスクウエイトの判定に使用する適格格付機関は、JCR、R&I、Moody's、S&Pの4社としています。

■エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
エクスポージャーの種類ごとに、格付機関の使い分けは行っておりません。

■信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
信用リスクの削減手法とは、当組合が抱える信用リスクを軽減化するために行う措置をいい、具体的には、預金担保、有価証券担保が該当します。当組合で
は、過度な担保や保証に依存しないように、申込人の返済面や将来性等十分に審査できる態勢としており、保証人や担保が必要な場合は、申込人に十分に
理解、納得をいただいたうえでご契約いただく等、適切な取扱いに努めております。

■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要
該当事項はありません。

●証券化エクスポージャーに関する事項

該当事項はありません

●CVAリスクに関する事項

該当事項はありません

●オペレーショナル・リスクに関する事項

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

オペレーショナル・リスクとは、業務のプロセス、役職員の活動、システムが不適切であること若しくは機能しないこと、または外生的事象によ
り損失を被るリスクとしています。さらに、風評等により業務面に損失を被るリスクについても、このリスクに含めています。

管 理 体 制
それぞれのリスクに基づき基本方針を定め、役職員が業務上のルールを遵守し、事務指導、研修を通じて、整備された事務体制と相互
牽制のために事務検査や内部監査を実施しております。また、システムにおきましても、定期的な点検やセキュリティ・スタンダード（安全基
準）に基づき、安全稼働及び情報漏洩防止、災害時に十分対処できるように整備に努めています。

評 価 ・ 計 測 当組合は、標準的手法を使用しています。

■オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法
当組合では、自己資本比率算出上のオペレーショナル・リスク相当額の算出にあたり、「標準的手法」を使用しております。「標準的手法」では、オペレーショナ
ル・リスク相当額を事業規模要素（BIC）に内部損失乗数（ILM）を乗じて算出します。また、BICの額は、事業規模指標（BI）にBIの額に応じた掛目（12％、
15％、18％）を乗じて算出します。

経　営　内　容
	 リスク管理体制	
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■BIの算出方法
BIの額は、ILDC（金利要素）、SC（役務要素）およびFC（金融商品要素）を合計して算出しています。なお、ILDC、SCおよびFCの額は告示305条に定めら
れた方法に基づき算出しております。

■ILMの算出方法
ILM（内部損失乗数）は、告示306条第1項第4号に基づき「1」を使用しております。

■オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、BIの算出から除外した事業部門の有無
該当ございません

■オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、ILMの算出から除外した特殊損失の有無
該当ございません

●出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要に関する事項

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

上場株式、非上場株式、出資証券、株式関連投資信託が該当しますが、当組合では全国信用組合連合会、信組情報サービス、商工
中金への出資および株式関連投資があります。

管 理 体 制 決算書等による財務内容の把握に基づき自己査定を実施しております。

評 価 ・ 計 測 問題となる事象は見当りません。

●金利リスクに関する事項

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

当組合では、金利リスクを「金利変動により、資産の経済的価値が損失を被るリスク」としております。

管 理 体 制 業務部を主管部署として、モニタリング、分析等を実施しています。金利リスク管理に関する重要事項は理事会で決定し、毎月のモニタリ
ング、分析結果は、理事会、常務会へ報告する体制としています。

評 価 ・ 計 測 IRRBB基準で計測しています。

■内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要
金利リスク・ラダー方式により計測しており、金利ショックシナリオは3シナリオ（上方パラレルシフト、下方パラレルシフト、スティープ化）を用いて、銀行勘定全体（金
利感応資産、負債は、預金、貸出金、有価証券、預け金）を対象としています。また、行動性オプションについては、コア預金は過去5年間の要求払預金月末残
高を対象に、現残高の50%とし、固定金利貸出の期限前返済は金融庁設定値3%を、定期預金の早期解約も金融庁設定値34%の保守的な前提に基づい
た数値を採用しております。
（注）1.金利リスク・ラダー方式とは、商品別、期間別に分けて、平均レートを算出した表に基いた方式です。期間については、金利更改時期としております。
　　2.金利ショックシナリオは通貨毎に上方パラレルシフト、下方パラレルシフト、スティープ化の3シナリオを用います。
　　3.�コア預金とは、明確な金利改定時期がなく、預金者の要求により随時払出される預金のうち、払い出されることなく、長期間、金融機関に滞留する預金

のことです。
　　4.�固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解約については、金利変動による顧客の動向が経済合理性のみに基づかない行動変化としてキャッ

シュフローに与える影響も考慮する必要がありますが、これらの行動オプションが十分なデータとして蓄積されて実績値を計算することが困難なため、保
守的な前提として設定された金融庁の設定値を採用いたしております。

（単位：百万円）

IRRBB1：金利リスク

項番
イ ロ ハ ニ

⊿EVE ⊿NII
当期末 前期末 当期末 前期末

1 上方パラレルシフト 1,556 1,903 58 70 

2 下方パラレルシフト 0 0 0 0 

3 スティープ化 1,380 1,682 

4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下
7 最大値 1,556 1,903 58 70 

ホ ヘ
当期末 前期末

8 自己資本の額 5,162 5,097 

（注）金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。

経　営　内　容
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経　営　内　容
資　　料　　編

	 リスク管理体制	

─　定　量　的　事　項　─
・自己資本の構成に関する開示事項…自己資本の構成に関する事項P.10をご参照ください
・自己資本の充実度に関する事項
・信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く。）
・信用リスク削減手法に関する事項
・派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項…該当事項なし
・証券化エクスポージャーに関する事項
・出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
・リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
・金利リスクに関する事項…P.20をご参照ください

●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
15ページをご覧ください。

●自己資本の充実度に関する事項� （単位：千円）

令和6年度 令和7年度
リスク・アセット等 所要自己資本額 リスク・アセット等 所要自己資本額

イ.　信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 18,507,125 740,285 18,511,416 740,456
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 18,507,125 740,285 18,511,416 740,456

（ⅰ）　ソブリン向け 379,762 15,190 369,646 14,785
（ⅱ）　金融機関向け 3,451,026 138,041 3,294,794 131,791

第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 3,451,026 138,041 3,294,794 131,791
（ⅲ）　カバード・ボンド向け ― ― ― ―
（ⅳ）　法人等向け（特定貸付債権向けを含む） 7,773,913 310,956 7,962,391 318,495

特定貸付債権向け ― ― ― ―
（ⅴ）　中堅中小企業等・個人向け 98,635 3,945 133,404 5,336

トランザクター向け ― ― ― ―
（ⅵ）　不動産関連向け 269,588 10,783 273,332 10,933

自己居住用不動産等向け 269,588 10,783 273,332 10,933
賃貸用不動産向け ― ― ― ―
事業用不動産関連向け ― ― ― ―
その他不動産関連向け ― ― ― ―
ADC向け ― ― ― ―

（vii）	 劣後債権及びその他資本性証券等 5,542,601 221,704 5,491,690 219,667
（viii）	 延滞等向け ― ― ― ―
（ⅸ）	 自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 ― ― ― ―
（ⅹ）	 株式等 100 4 130 5
（ⅺ）	 重要な出資のエクスポージャー ― ― ― ―
（xii）	� 他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出

資等及びその他外部TLAC関連調達手段に該当するもの
以外のものに係るエクスポージャー

― ― ― ―

（xiii）	 �信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本
に係る調整項目の額に算入されなかった部分に係るエク
スポージャー

42,400 1,696 42,400 1,696

（xiv）	 その他 949,095 37,963 943,626 37,745
②証券化エクスポージャー ― ― ― ―
③�リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー ― ― ― ―

ルック・スルー方式 ― ― ― ―
マンデート方式 ― ― ― ―
蓋然性方式（250％） ― ― ― ―
蓋然性方式（400％） ― ― ― ―
フォールバック方式（1,250％） ― ― ― ―

④未決済取引 ― ― ― ―
⑤�他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る

経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 ― ― ― ―

⑥�CVAリスク相当額を八パーセントで除して得た額（簡便法） ― ― ― ―
⑦中央清算機関関連エクスポージャー ― ― ― ―

ロ.　オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 457,790 18,311 459,498 18,379
BI 305,193 306,332
BIC 36,623 36,759

ハ.　単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 18,964,916 758,596 18,970,914 758,836

（注）1．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×4％
2．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
3．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の
公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、信用保証協会等のことです。

4．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
③3か月以上限度額を超過した当座貸越であること

5．「その他」とは、（ⅰ）～（xiii）に区分されないエクスポージャーです。具体的には未収収益、繰延税金資産、有形固定資産等が含まれます。
6．当組合では、マーケット・リスクに関する事項は該当ありません。
7．当組合は、標準的計測手法かつILMを「1」としてオペレーショナル・リスク相当額を算定しております（令和7年度計数）。
8．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％
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●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（地域別・業種別・残存期間別）� （単位：百万円）

エクスポージャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高 三月以上延滞
エクスポー
ジャー

延滞エクス
ポージャー

貸出金、コミットメント及
びその他のデリバティブ
以外のオフ・バランス取引

債　　券 デリバティブ取引

令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度
国 内 46,703 46,847 4,371 4,700 28,427 28,227 ― ― ― ―
国 外 1,600 1,500 ― ― 1,600 1,500 ― ― ― ―
地 域 別 合 計 48,303 48,347 4,371 4,700 30,027 29,727 ― ― ― ―
製 造 業 4,485 4,686 ― ― 4,485 4,686 ― ― ― ―
農 業 、 林 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
建 設 業 298 395 ― ― 298 395 ― ― ― ―
電気・ガス・熱供給・水道業 2,894 2,895 ― ― 2,894 2,895 ― ― ― ―
情 報 通 信 業 300 398 ― ― 300 398 ― ― ― ―
運 輸 業 、 郵 便 業 2,098 2,098 ― ― 2,098 2,098 ― ― ― ―
卸 売 業 、 小 売 業 900 800 ― ― 900 800 ― ― ― ―
金 融 業 、 保 険 業 17,713 17,237 ― ― 4,878 4,381 ― ― ― ―
不 動 産 業 1,800 1,700 ― ― 1,800 1,700 ― ― ― ―
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
宿 泊 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
飲 食 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
生活関連サービス業、娯楽業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
教育、学習支援業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
医 療 、 福 祉 2,718 3,169 2,718 3,169 ― ― ― ― ― ―
その他のサービス 26 13 26 13 ― ― ― ―
そ の 他 の 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
国・地方公共団体等 11,971 11,872 ― ― 11,971 11,872 ― ― ― ―
個 人 1,625 1,518 1,625 1,518 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 1,270 1,560 ― ― 400 498 ― ― ― ―
業 種 別 合 計 48,303 48,347 4,371 4,700 30,027 29,727 ― ― ― ―
１ 年 以 下 10,867 12,301 234 48 1,300 599 ― ―
１ 年 超 ３ 年 以 下 6,202 3,428 301 228 3,401 2,999 ― ―
３ 年 超 ５ 年 以 下 4,661 3,585 270 388 4,390 3,196 ― ―
５ 年 超 ７ 年 以 下 4,320 4,559 341 679 3,879 3,679 ― ―
７ 年 超 10 年 以 下 8,257 9,155 1,369 1,069 6,688 7,985 ― ―
10 年 超 12,822 14,152 1,854 2,286 10,168 11,065 ― ―
期間の定めのないもの 200 202 ― ― 200 200 ― ―
そ の 他 970 962 ― ― ― ― ― ―
残 存 期 間 別 合 計 48,303 48,347 4,371 4,700 30,027 29,727 ― ―

（注）1．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引を除
くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。
2.「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3か月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
3.	上記の「その他」には、現金、投資信託、有形固定資産、無形固定資産等が含まれています。
4.	当組合では、デリバティブ取引は、令和6年度、令和7年度ともございません。また、（注）1.でご説明しました「その他デリバティブ以外のオフ・バランス取引」について、令和6
年度373千円、令和7年度486千円、投資信託でオフ・バランス取引がありますが、上記表には算入しておりません。

経　営　内　容
	 信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）	
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●業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等� （単位：百万円）

業 種 別

個 別 貸 倒 引 当 金
貸出金償却

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度
製 造 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
農 業、 林 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
建 設 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
電気、ガス、熱供給、水道業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
情 報 通 信 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
運 輸 業、 郵 便 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
卸 売 業、 小 売 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
金 融 業、 保 険 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
不 動 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
宿 泊 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
飲 食 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
生活関連サービス業、娯楽業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
教 育、 学 習 支 援 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
医 療、 福 祉 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
そ の 他 の サ ー ビ ス ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
そ の 他 の 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
個 人 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
合 計 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

（注）1．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
2．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

経　営　内　容
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経　営　内　容
●標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごとの内訳� （単位：百万円）

CCF・信用リスク
削減効果適用前 CCF・信用リスク削減効果適用後 リスク・

ウェイトの
加重平均値
（％）

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

信用リスク・
アセットの額

令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度
現 金 7 8 ― ― 7 8 ― ― ― ― ― ―
我 が 国 の 中 央 政 府 及 び 中 央 銀 行 向 け 2,349 2,335 ― ― 2,349 2,335 ― ― ― ― ― ―
外 国 の 中 央 政 府 及 び 中 央 銀 行 向 け 130 148 ― ― 130 148 ― ― ― ― ― ―
国 際 決 済 銀 行 等 向 け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け 4,988 4,989 ― ― 4,988 4,989 ― ― ― ― ― ―
外 国 の 中 央 政 府 等 以 外 の 公 共 部 門 向 け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
国 際 開 発 銀 行 向 け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け 899 798 ― ― 899 798 ― ― 89 79 10.00 10.00

我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け 2,900 2,900 ― ― 2,900 2,900 ― ― 210 210 7.24 7.24

地 方 三 公 社 向 け 898 898 ― ― 898 898 ― ― 79 79 8.88 8.88

金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 14,438 14,158 ― ― 14,438 14,158 ― ― 3,451 3,294 23.90 23.27

第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 14,438 14,158 ― ― 14,438 14,158 ― ― 3,451 3,294 23.90 23.27

カ バ ー ド ・ ボ ン ド 向 け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
法 人 等 向 け（ 特 定 貸 付 債 権 向 け を 含 む ） 16,616 17,309 ― ― 16,543 17,255 ― ― 7,773 7,962 46.99 46.14

特 定 貸 付 債 権 向 け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
中 堅 中 小 企 業 等 向 け 及 び 個 人 向 け 131 181 ― ― 131 181 ― ― 98 136 75.00 75.00

ト ラ ン ザ ク タ ー 向 け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
不 動 産 関 連 向 け 643 629 ― ― 643 629 ― ― 269 273 41.88 43.45

自 己 居 住 用 不 動 産 等 向 け 643 629 ― ― 643 629 ― ― 269 273 41.88 43.45

賃 貸 用 不 動 産 向 け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
事 業 用 不 動 産 関 連 向 け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
そ の 他 不 動 産 関 連 向 け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
A D C 向 け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

劣 後 債 権 及 び そ の 他 資 本 性 証 券 等 3,295 2,995 ― ― 3,295 2,995 ― ― 5,542 5,491 168.19 183.34

延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。） ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
取 立 未 済 手 形 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
信 用 保 証 協 会 等 に よ る 保 証 付 40 40 ― ― 40 40 ― ― ― ― ― ―
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
株 式 等 0 0 ― ― 0 0 ― ― 0 0 100.00 130.00

合 計 17,515 17,528

（注）1.「CCF」とは、オフ・バランス取引の与信相当額を計算する際に使用する掛目（％）のことです。
2．「リスク・ウェイトの加重平均値（％）」とは、信用リスク・アセットの額をCCF・信用リスク削減手法適用後エクスポージャーのオン・バランスの額とオフ・バランスの額の合計額で除
して算出した値のことです。
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経　営　内　容
●標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳� （単位：百万円）

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）
0% 10% 15% 20% 25% 30% 31.25% 35% 37.5% 40% 43.75% 45% 50％ 56.25％ 60％ 62.5％

現 金 令和6年 7 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 8 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

我が国の中央政府及び
中 央 銀 行 向 け

令和6年 2,349 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 2,335 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

外 国 の 中 央 政 府 及 び
中 央 銀 行 向 け

令和6年 130 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 148 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

国 際 決 済 銀 行 等 向 け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

我が国の地方公共団体向け 令和6年 4,988 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 4,989 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

外国の中央政府等以外
の 公 共 部 門 向 け

令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

国 際 開 発 銀 行 向 け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

地方公共団体金融機構向け 令和6年 ― 899 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― 798 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

我が国の政府関係機関向け 令和6年 800 2,100 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 800 2,100 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

地 方 三 公 社 向 け 令和6年 499 ― ― 398 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 499 ― ― 398 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

金融機関、第一種金融商品
取引業者及び保険会社向け

令和6年 ― ― ― 12,107 ― 1,531 ― ― ― ― ― ― 200 ― ― ―
令和7年 ― ― ― 12,127 ― 1,431 ― ― ― ― ― ― 100 ― ― ―

第一種金融商品取引
業者及び保険会社向け

令和6年 ― ― ― 12,107 ― 1,531 ― ― ― ― ― ― 200 ― ― ―
令和7年 ― ― ― 12,127 ― 1,431 ― ― ― ― ― ― 100 ― ― ―

カバード・ボンド向け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

法人等向け（特定貸付
債 権 向 け を 含 む ）

令和6年 ― ― ― 5,772 ― ― ― ― ― 100 ― ― 7,088 ― ― ―
令和7年 ― ― ― 6,669 ― ― ― ― ― 100 ― ― 6,590 ― ― ―

特定貸付債権向け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

中 堅 中 小 企 業 等 向 け
及 び 個 人 向 け

令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

トランザクター向け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

不 動 産 関 連 向 け 令和6年 ― ― ― 190 48 27 ― ― ― ― ― ― 264 ― ― ―
令和7年 ― ― ― 178 25 15 ― ― ― ― ― ― 299 ― ― ―

自己居住用不動産等向け 令和6年 ― ― ― 190 48 27 ― ― ― ― ― ― 264 ― ― ―
令和7年 ― ― ― 178 25 15 ― ― ― ― ― ― 299 ― ― ―

賃貸用不動産向け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業用不動産関連向け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

その他不動産関連向け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

A D C 向 け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

劣 後 債 権 及 び
そ の 他 資 本 性 証 券 等

令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

延滞等向け（自己居住用
不動産等向けを除く。）

令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己居住用不動産等向けエ
クスポージャーに係る延滞

令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

取 立 未 済 手 形 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

信用保証協会等による
保 証 付

令和6年 40 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 40 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

株式会社地域経済活性化
支援機構等による保証付

令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

株 式 等 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合 計 令和6年 8,815 2,999 ― 18,468 48 1,558 ― ― ― 100 ― ― 7,552 ― ― ―
令和7年 8,821 2,898 ― 19,375 25 1,446 ― ― ― 100 ― ― 6,990 ― ― ―
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経　営　内　容
� （単位：百万円）

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）
70％ 75％ 80％ 85％ 90％ 93.75% 100% 105% 110% 112.5% 130% 150% 250% 400% その他 合計

現 金 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 7

令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 8

我が国の中央政府及び
中 央 銀 行 向 け

令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,349

令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,335

外 国 の 中 央 政 府 及 び
中 央 銀 行 向 け

令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 130

令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 148

国 際 決 済 銀 行 等 向 け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

我が国の地方公共団体向け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 4,988

令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 4,989

外国の中央政府等以外
の 公 共 部 門 向 け

令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

国 際 開 発 銀 行 向 け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

地方公共団体金融機構向け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 899

令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 798

我が国の政府関係機関向け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,900

令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,900

地 方 三 公 社 向 け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 898

令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 898

金融機関、第一種金融商品
取引業者及び保険会社向け

令和6年 100 0 500 ― ― ― 0 ― ― ― ― ― ― ― ― 14,438

令和7年 100 0 400 ― ― ― 0 ― ― ― ― ― ― ― ― 14,158

第一種金融商品取引
業者及び保険会社向け

令和6年 100 0 500 ― ― ― 0 ― ― ― ― ― ― ― ― 14,438

令和7年 100 0 400 ― ― ― 0 ― ― ― ― ― ― ― ― 14,158

カバード・ボンド向け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

法人等向け（特定貸付
債 権 向 け を 含 む ）

令和6年 ― 100 ― 3,482 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 16,543

令和7年 ― 100 ― 3,795 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 17,255

特定貸付債権向け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

中 堅 中 小 企 業 等 向 け
及 び 個 人 向 け

令和6年 ― 131 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 131

令和7年 ― 181 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 181

トランザクター向け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

不 動 産 関 連 向 け 令和6年 112 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 643

令和7年 109 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 629

自己居住用不動産等向け 令和6年 112 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 643

令和7年 109 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 629

賃貸用不動産向け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業用不動産関連向け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

その他不動産関連向け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

A D C 向 け 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

劣 後 債 権 及 び
そ の 他 資 本 性 証 券 等

令和6年 ― ― ― ― ― ― 1,797 ― ― ― ― ― 1,498 ― ― 3,295

令和7年 ― ― ― ― ― ― 1,597 ― ― ― ― ― 1,397 ― ― 2,995

延滞等向け（自己居住用
不動産等向けを除く。）

令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己居住用不動産等向けエ
クスポージャーに係る延滞

令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

取 立 未 済 手 形 令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

信用保証協会等による
保 証 付

令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 40

令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 40

株式会社地域経済活性化
支援機構等による保証付

令和6年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

株 式 等 令和6年 ― ― ― ― ― ― 0 ― ― ― ― ― ― ― ― 0

令和7年 ― ― ― ― ― ― 0 ― ― ― ― ― ― ― ― 0

合 計 令和6年 212 232 500 3,482 ― ― 1,797 ― ― ― ― ― 1,498 ― ― 47,266

令和7年 209 281 400 3,795 ― ― 1,597 ― ― ― ― ― 1,397 ― ― 47,336
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経　営　内　容
●リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等� （単位：百万円）

告示で定めるリスク・
ウェイト区分（％）

CCF・信用リスク削減効果適用前
CCFの加重平均値（％）

資産の額及び与信相当額の合計額
（CCF・信用リスク削減効果適用後）オン・バランス資産項目 オフ・バランス資産項目

令和6年 令和7年 令和6年 令和7年 令和6年 令和7年 令和6年 令和7年
40%未満 31,890 32,566 ― ― ― ― 31,890 32,566

40%～70％ 7,865 7,299 ― ― ― ― 7,865 7,299

75% 232 281 ― ― ― ― 232 281

80% 500 400 ― ― ― ― 500 400

85% 3,556 3,849 ― ― ― ― 3,482 3,795

90%～100% 1,797 1,597 ― ― ― ― 1,797 1,597

105%～130% ― ― ― ― ― ― ― ―
150% ― ― ― ― ― ― ― ―
250% 1,498 1,397 ― ― ― ― 1,498 1,397

400% ― ― ― ― ― ― ― ―
1,250% ― ― ― ― ― ― ― ―
その他 ― ― ― ― ― ― ― ―

合　　　計 47,340 47,393 ― ― ― ― 47,266 47,336

（注）�｢CCFの加重平均値（％）｣とは、CCFを適用した後及び信用リスク削減手法の効果を勘案する前のオフ・バランス取引のエクスポージャーの額を、CCF・信用リスク削減手法
適用前エクスポージャーのオフ・バランスの額に掲げる額で除して算出した値のことです。
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	 証券化エクスポージャーに関する事項	

●オリジネーターの場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）

当組合には該当ございません

	 出資等エクスポージャーに関する事項	

●貸借対照表計上額及び時価等� （単位：百万円）

区　　　　　　　分
令和6年度 令和7年度

貸借対照表計上額 時　　価 貸借対照表計上額 時　　価
上 場 株 式 等 ― ― ― ―
非 上 場 株 式 等 42 ― 42 ―
合 計 42 ― 42 ―

（注）‌�投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）のうち、上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、非上場株式等に含
めて記載しています。

●投資家の場合

当組合には該当ございません

●貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額� （単位：百万円）

令和6年度 令和7年度
評 価 損 益 ― ―

●貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

当組合には該当ございません

●出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額� （単位：百万円）

令和6年度 令和7年度
売 却 益 ― ―
売 却 損 ― ―
償 却 ― ―

（注）投資信託等の複数の資産を裏付けとするエクスポージャー（いわゆるファンド）にかかる売却損益は含まれておりません。

●リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項� （単位：百万円）

令和6年度 令和7年度
ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー ― ―
マンデート方式を適用するエクスポージャー ― ―
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー ― ―
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー ― ―
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー ― ―

経　営　内　容
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国　際　業　務 証　券　業　務
	 外国為替取扱高	

当組合には該当ございません

	 公共債引受額	

当組合には該当ございません

	 当組合の子会社	

当組合には該当ございません

	 財務諸表の適正性及び内部監査の有効性	

　私は当組合の令和7年4月1日から令和8年3月31日までの第61期の事
業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書（又は損
失金処理計算書）の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有効性を
確認いたしました。

　令和8年6月15日
　　　岐阜県医師信用組合 理事長　河合直樹

	 代理貸付残高の内訳	 （単位：百万円）

区　　　　　分 令和6年度末 令和7年度末
全国信用協同組合連合会 ― ―
合 計 ― ―

	 内国為替取扱実績	 （単位：件、百万円）

区　　　　　分
令和6年度末 令和7年度末
件　数 金　額 件　数 金　額

送金・振込
他の金融機関向け 6,390 10,180 6,127 9,306
他の金融機関から 2,101 1,899 1,879 1,812

代 金 取 立
他の金融機関向け ― ― ― ―
他の金融機関から ― ― ― ―

	 手数料一覧	 （令和8年3月31日現在）

種　　　　　　類 料　　金
振
込他　行 電信扱

3万円未満 550円
3万円以上 770円

種　　　　　　類 料　　金
証明書発行手数料 残高証明書 1通 550円

融資証明書 1通 無料
その他証明書 1通 無料

＊組合員及び組合員の家族につきましては無料としています。

	 外貨建資産残高	

当組合には該当ございません

	 公共債窓販実績	

当組合には該当ございません

	 法定監査の状況	

　当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第5条の8第3項
に規定する「特定信用組合」に該当しておりません。

経　営　内　容

■主要な事業の内容�

A．預金業務
＊普通預金
毎月、国保ならびに社保の診療報酬の一部をご指定の金融機関
から自動引落により、当組合の口座へご入金させていただいて
おります。
また、ご入用の際は電話受付にて、あらかじめご指定いただきま
した銀行口座へ、即日振込させていただきます。

＊定期預金
スーパー定期預金、期日指定定期預金、大口定期預金（1千万円以
上）とご用意し、期間は1ヶ月から3年までとなっており、利息が
一番多い預金です。

＊積立定期
積み立てた日から満期日までの期間に応じ、スーパー定期預金
の利率で計算されます。

＊定期積金
1年・2年・3年の中で自由にコースが設定でき、毎月ご指定された
日に、預金口座から一定額が振り替えられ、自動的に貯めること
ができます。資産を増やす、あるいは特別の目的のための積立に
最適です。

B．融資業務
クリニックローンの他に、各種の融資商品を取り揃えており、多く
の先生方にご利用いただいております。
＊開業ローン
＊大型設備専用ローン
＊借換専用ローン
＊医大入学・進学専用　教育ローン
＊住宅ローン
＊リフォームローン
＊ドクターファンドⅠ
＊新規加入者限定「NEO」
＊医信フリーローン・マイカーローン
＊ドクターフリーローン・サポートローン
＊新マイカーローン

C．内国為替業務
送金為替、当座振込等を取扱っております。

D．有価証券投資業務
預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、その他の
証券に投資しております。

E．附帯業務
独立行政法人福祉医療機構、全国信用協同組合連合会の代理貸付
業務を取扱っております。
三井住友信託銀行の代理店として「遺言信託」「遺産整理業務」につ
いて取り次ぎ業務を行っています。
株式会社十六カードとキャッシュレス決済の顧客紹介業務を行っ
ています。
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	 地域貢献に関する事項	

■地域に貢献する信用組合の経営姿勢
医療業界における業域信用組合であります当組合は、組合員に対する金融サービスを通じて、医療施設や医療設備の整備・拡充など、地域医療や介護福
祉事業の発展に寄与し、地域の方々が安心して暮らせる環境づくりに貢献してまいります。
■融資を通じた地域貢献
当組合は、医療施設等の新規開設や施設の増改築、あるいは医療機器をはじめとする医療設備の整備・拡充など、地域医療の発展に向けた取組みに貢
献するため、積極的な融資事業を展開して参ります。
■融資残高
　令和7年3月末残高　　　　　4,371百万円
　令和8年3月末残高　　　　　4,700百万円

	 「経営者保証に関するガイドライン」への対応について	

　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客さまからお借入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応す
る態勢を整備しています。経営者保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイド
ラインの記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを
具体的に説明し、経営改善支援を行っています。

●「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況
令和6年度 令和7年度

新規に無保証で融資した件数 6件 3件
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 11.11% 4.22%
保証契約を解除した件数 0件 0件
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数

（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る） 0件 0件

地域貢献（信用組合の社会的責任（CSR）に関する事項等）

	 地域密着型金融の推進について	

　当組合は、より充実した金融サービスの提供や利便性の向上を目指し、地域医療を金融面での支援を恒久的な目的として地域密着型金融を推進してま
いります。
■ライフサイクルに応じた取引先への支援強化として
　開業支援をはじめ、先生方が安心して医療従事ができるように、事業支援、事業承継などの経営相談に真摯な対応をしてまいります。
■事業価値を見極める融資手法をはじめ医療機関に適した資金供給手法として
　先生方に、将来性を見据えた融資審査を通じて、不動産担保や個人保証に過度に依存しない融資、事業性無担保ローンの取扱をしております。
■地域の情報集積を活用した地域経済への貢献として
　医業に携わる先生方に、融資をはじめ金融サービスの推進が安定した医療活動の継続、地域医療への貢献として捉えております。
■持続可能な医療体制構築に向けた連携協定を活用した取組として
　 令和8年6月に県医師会、県病院協会、十六銀行及び当組合の4者にて締結した「持続可能な医療体制構築に向けた連携協定」を活用し、医師の事業承継
をはじめとする経営課題の支援や資金調達、各種情報提供などを通じて、地域医療の維持・発展に繋げてまいります。

地域密着型金融の取組み状況

	 経営改善及び地域活性化への取組について	

■経営支援に関する取組方針
　 当組合は、岐阜県内の開業医、勤務医の先生方の安定した医療活動と地域医療の発展に貢献していくことを基本理念としています。金融円滑化管理方
針では、金融円滑化管理態勢の整備・確立に向けて、当組合が適切なリスク管理の下、適切かつ積極的なリスクテイクを行い、金融仲介機能を発揮して行
くことにより、当組合の信頼の維持、業務の健全性及び適切性を確保することを目的としています。
■経営支援に関する取り組み状況
　 当組合は、新規開業、医療機器の購入、運転資金など、融資を通じた金融支援へ積極的に取り組んでいます。また、経営改善、事業承継など各種相談につ
いても、外部専門家のトーマツ、TKCと連携しています。

■貸付条件の変更等の実施状況（過去からの累積）
（単位：件、百万円）

中小企業者
令和8年3月末

債権数 金　額
貸付の条件の変更等の申込みを受けた貸付債権 3 62

うち、信用保証協会等による債務の保証を受けていなかった貸付債権 3 62
うち、実行に係る貸付債権 2 12
うち、謝絶に係る貸付債権 ― ―
うち、審査中の貸付債権 ― ―
うち、取下げに係る貸付債権 1 50

うち、信用保証協会等による債務の保証を受けていた貸付債権 ― ―
うち、実行に係る貸付債権 ― ―
うち、謝絶に係る貸付債権 ― ―
うち、審査中の貸付債権 ― ―
うち、取下げに係る貸付債権 ― ―

■住宅資金借入者の条件変更等の申出はございません。

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況
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実施方法　QRコード読み取り型アンケート
　　　　　・対象者を広げて、オンラインにてアンケートを実施
　　　　　・ QRコードは、当組合ホームページをはじめ、照合表案内、岐阜県医師会報等に掲載し、アンケート

回答者へはクオカード（現金）をもれなく進呈
実施期間　令和7年6月～ 7月、令和8年1月～ 3月
回 答 数　73名

設問1：岐阜県医師信用組合の組合に加入していますか？
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はい 未回答

設問2：岐阜県医師信用組合を利用している理由について教えてください。（複数選択可）

51人

29人
32人 31人

26人

8人
4人 4人

14人

1人
0

10

20

30

40

50

60

70
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 1．岐阜県医師会の関係団体で安心感があるから
 2．財務が健全で安心できるから
 3．医師だけが利用できる専門の金融機関だから
 4．金利や手数料で取引条件のメリットがあるから
 5．職員・担当者の対応が良いから
 6．医師寄りの経営方針・運営方針だから
 7．融資の回答が早いから
 8．融資の手続きが他と比べて簡単だから
 9．お任せできて手間がかからないから
10．その他

設問3： 岐阜県医師信用組合との預金のお取引について魅力に感じている点について教えてください。（複数選
択可）
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 1．岐阜県医師会の関係団体で安心して預けられること
 2．預金金利が総じて高く有利に感じること
 3． 電話で他行への資金移動（お振込み）が依頼できること　
※事前の契約が必要です

 4．口座振替で預金が自動的に積み立てできること
 5．振込手数料が無料であること
 6．特にない

利用者満足度アンケート実施結果について
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利用者満足度アンケート実施結果について
設問4：岐阜県医師信用組合について、ご存じの項目を教えてください。（複数選択可）
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 1．医師の皆さんを対象にした金融機関であること
 2．預金を取り扱っていること
 3． 内国為替（振込）を取り扱っていること
 4．融資を取り扱っていること
 5．岐阜県医師会の関係団体であること
 6．新しく完成した岐阜県医師会館に本店があること
 7．知らない

設問5：岐阜県医師信用組合が提供している機能・サービスについてご存じですか?（複数選択可）
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 1． メイン金融機関の預金口座から当組合の預金口座への口
座振替機能（手数料無料）

 2． 岐阜県医師信用組合のホームページから教育ローン、フ
リーローン等のお申込みができる機能

 3． 信託銀行と連携し遺言信託や遺産整理業務を支援する機
能

 4．相談窓口を設け、各種相談に応じる機能
 5．知らない

設問6：岐阜県医師信用組合の特長についてご存じですか?（複数選択可）
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 1． 他の金融機関よりも魅力的な預金金利、融資金利となっ
ていること

 2． 融資の際の手数料や保証料が他とは違い不要となってい
ること

 3． “紹介制度”のこと（組合員の方から組合未加入の方をご
紹介いただき成約となった場合、紹介者1名につきまし
てQUOカード1万円分を進呈）

 4． 新規加入者向け特典（新規加入と同時に定期預金を作成
いただいた場合、特別金利を付与）

 5．知らない

設問7： 創立60周年記念キャンペーンにて、特別金利定期預金【金利1.00％】を取り扱いいたしました。（税引前、
預入期間1年限定、最低預入金額500万円、ニューマネーの場合。その他、取扱条件有り）これらのキャン
ペーンに魅力を感じられましたか?預金金利に魅力を感じますか？

魅力を感じる
68%魅力を感じない

32%
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利用者満足度アンケート実施結果について
設問8：遺言信託についてお伺いします。

将来的に検討したい
19%

今のところ関心がない 59%
利用を考えていない 8%

他金融機関で利用中 2%

説明を聞いてみたい 11%

その他 1%

設問9:岐阜県医師信用組合に期待する情報提供などのサービスはありますか?（複数選択可）
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 1．医業承継対策
 2．税金対策
 3．相続対策
 4．不動産情報
 5．遺産整理サービス
 6．遺言信託
 7．リース情報
 8．その他
 9．特にない

設問10： （当組合未加入者対象）岐阜県医師会への加入後、「岐阜県医師信用組合」の組合員になられなかった理
由について（複数選択可）
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 1．組合員になるメリットが感じられなかったため
 2．どんなサービスがあるか分からなかったため
 3．近隣の金融機関の取引で十分なため
 4．加入方法が分からなかったため
 5．存在を知らなかったため
 6．過去に組合員だったが脱退した
 7．その他

設問11： （当組合未加入者対象）今後、医業経営を進めていく中で関心を持っている項目について教えてくださ
い。（複数選択可）
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 1．相続・事業承継対策
 2．医療機器購入・更新
 3．クリニック開業・改装
 4．余剰資産運用
 5．税金対策
 6．自動車購入
 7．土地購入（駐車場などの拡張）
 8．その他
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遺言信託・遺産整理遺言信託・遺産整理遺言信託・遺産整理
　岐阜県医師信用組合は、平成 30 年 4 月より、三井住友信託銀行の代理店
として「遺言信託」および「遺産整理業務」について、三井住友信託銀行へ
の取り次ぎを開始いたしました。
　「遺言信託」および「遺産整理業務」に関するご相談、お問い合わせにつ
いては、下記お問い合わせ先にご連絡ください。

●ご留意事項
　当組合は、三井住友信託銀行の代理店として媒介（商品のご紹介と情報の
お取り次ぎ）を行います。お客さまと三井住友信託銀行が契約の当事者とな
ります。

大切な方に、大切なご資産を遺すには遺言が
最適です。
三井住友信託銀行では、長年に亘り培った財
産管理に関する総合的な経験とノウハウに基
づき、遺言書の作成にあたってのご相談から、
遺言書の保管、遺言執行者としての遺産配分
まで確実に実現してまいります。

決められた期間内に相談手続を終了させ、税
務申告までを行うのは多くの労力を要します。
三井住友信託銀行では、お手続きに不慣れな
方、ご 多 忙 で 時 間 的 余 裕 が な い 方 に 代 わ り、
「相 続 財 産 の 調 査・収 集」、「遺 産 分 割 協 議 書
に関するアドバイス」、「預貯金・有価証券の
換金・名義変更」、「不動産の名義変更」まで
親身にサポートいたします。

遺　言　信　託

遺 産 整 理 業 務
相続手続
トータルサービス

＜まかせて安心＞

【問い合わせ先】

岐阜県医師信用組合　総務部
　　０１２０－７４－１１１８（フリーダイヤル）
　　０５８－２７４－１１１８（TEL）
　　０５８－２７４－９０５７（FAX）

営業時間：月曜日～金曜日（祝日等の信用組合休業日を除く）
　午前９時～午後５時

E-mail:gifuisin@ccom.or.jp
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索 引 �
各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は「協金法第6条で準用する銀行法第21条」「金融再生法」に基づく開示項目、＊＊印は「監督指針の
要請」に基づく開示項目、無印は任意開示項目です。

■ ご あ い さ つ ･････････････2
【概況・組織】

1．事 業 方 針 ･････････････2
2．事 業 の 組 織 ＊ ･････････････3
3．役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名）＊ ･････････････3
4．店 舗 一 覧 （ 事 務 所 の 名 称 ・ 所 在 地 ） ＊ ･････････････3
5．自 動 機 器 設 置 状 況 ･･････該当なし
6．地 区 一 覧 ･････････････3
7．組 合 員 数 ･････････････3
8．子 会 社 の 状 況 ･･････該当なし

【主要事業内容】
9．主 要 な 事 業 の 内 容 ＊ ････････････29

10．信 用 組 合 の 代 理 業 者 ＊ ････取扱いなし
【業務に関する事項】
11．事 業 の 概 況 ＊ ･････････････2
12．経 常 収 益 ＊ ････････････11
13．業 務 純 益 等 ･････････････9
14．経 常 利 益 （ 損 失 ） ＊ ････････････11
15．当 期 純 利 益 （ 損 失 ） ＊ ････････････11
16．出 資 総 額 、 出 資 総 口 数 ＊ ････････････11
17．純 資 産 額 ＊ ････････････11
18．総 資 産 額 ＊ ････････････11
19．預 金 積 金 残 高 ＊ ････････････11
20．貸 出 金 残 高 ＊ ････････････11
21．有 価 証 券 残 高 ＊ ････････････11
22．単 体 自 己 資 本 比 率 ＊ ････････････11
23．出 資 配 当 金 ＊ ････････････11
24．職 員 数 ＊ ････････････11
【主要業務に関する指標】
25．業 務 粗 利 益 及 び 業 務 粗 利 益 率 ＊ ･････････････9
26．資金運用収支、役務取引等収支及びその他の業務収支＊ ･････････････9
27．資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、利息、利回り、資金利鞘＊ ････････････11
28．受 取 利 息 、 支 払 利 息 の 増 減 ＊ ･････････････9
29．役 務 取 引 の 状 況 ･････････････9
30．そ の 他 業 務 収 益 の 内 訳 ････････････13
31．経 費 の 内 訳 ･････････････9
32．総 資 産 経 常 利 益 率 ＊ ････････････11
33．総 資 産 当 期 純 利 益 率 ＊ ････････････11
【預金に関する指標】
34．預 金 種 目 別 平 均 残 高 ＊ ････････････14
35．預 金 者 別 預 金 残 高 ････････････14
36．職 員 1 人 当 り 預 金 残 高 ････････････13
37．定 期 預 金 種 類 別 残 高 ＊ ････････････14
【貸出金等に関する指標】
38．貸 出 金 種 類 別 平 均 残 高 ＊ ････････････14
39．担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額＊ ････････････15
40．貸 出 金 金 利 区 分 別 残 高 ＊ ････････････15
41．貸 出 金 使 途 別 残 高 ＊ ････････････15
42．貸 出 金 業 種 別 残 高 ・ 構 成 比 ＊ ････････････15
43．預 貸 率 （ 期 末 ・ 期 中 平 均 ） ＊ ････････････13
44．消 費 者 ロ ー ン ・ 住 宅 ロ ー ン 残 高 ････････････15
45．代 理 貸 付 残 高 の 内 訳 ････････････29
46．職 員 1 人 当 り 貸 出 金 残 高 ････････････13

【有価証券に関する指標】
47．商 品 有 価 証 券 の 種 類 別 平 均 残 高 ＊ ････取扱いなし
48．有 価 証 券 の 種 類 別 平 均 残 高 ＊ ････････････14
49．有 価 証 券 種 類 別 残 存 期 間 別 残 高 ＊ ････････････14
50．預 証 率 （ 期 末 ・ 期 中 平 均 ） ＊ ････････････13
【経営管理体制に関する事項】
51．法 令 遵 守 の 体 制 ＊ ････････････17
52．リ ス ク 管 理 体 制 ＊ ････････19、20
資 料 編 ･･21、22、23、24、 

25、26、27、28

53．苦情処理措置及び紛争解決措置の内容＊ ････････････18
【財産の状況】
54．貸借対照表、損益計算書、剰余金処分（損失金処理）計算書＊ ････5、6、7、8、9
55．協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況＊ ････････････16
（1） 破産更生債権及びこれらに準ずる債権
（2） 危 険 債 権
（3） 三 月 以 上 延 滞 債 権
（4） 貸 出 条 件 緩 和 債 権
（5） 正 常 債 権

56．自己資本充実の状況（自己資本比率明細）＊ ････････････10
57．有 価 証 券 、 金 銭 の 信 託 等 の 評 価 ＊ ････････12、13
58．外 貨 建 資 産 残 高 ･･････該当なし
59．オ フ バ ラ ン ス 取 引 の 状 況 ･･････該当なし
60．先 物 取 引 の 時 価 情 報 ･･････該当なし
61．オ プ シ ョ ン 取 引 の 時 価 情 報 ･･････該当なし
62．貸倒引当金（期末残高・期中増減額）＊ ････････････15
63．貸 出 金 償 却 の 額 ＊ ････････････15
64．財務諸表の適正性及び内部監査の有効性について＊＊ ････････････29
65．会 計 監 査 人 に よ る 監 査 ＊ ････････････29
【その他の業務】
66．内 国 為 替 取 扱 実 績 ････････････29
67．外 国 為 替 取 扱 実 績 ･･････該当なし
68．公 共 債 窓 販 実 績 ･･････該当なし
69．公 共 債 引 受 額 ･･････該当なし
70．手 数 料 一 覧 ････････････29
【その他】
71．当 組 合 の 考 え 方 ･････････････2
72．沿 革 ・ 歩 み ･････････････3
73．継 続 企 業 の 前 提 の 重 要 な 疑 義 ＊ ･･････該当なし
74．総 代 会 に つ い て ＊ ＊ ･････････････4
75．報 酬 体 系 に つ い て ＊ ＊ ････････････17
76．利用者満足度アンケート実施結果について＊＊ ･････31、32、33
【地域貢献に関する事項】
77．地域貢献（信用組合の社会的責任（CSR）に関する事項等）＊＊ ････････････30
78．地 域 密 着 型 金 融 の 取 組 み 状 況 ＊ ＊ ････････････30
79．中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況＊ ････････････30
80．「経営者保証に関するガイドライン」への対応について＊＊ ････････････30
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